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I　はじめに
1949年10月1日、中華人民共和国1が建国した。1911年の辛亥革命から38年、
さらに遡れば、アヘン戦争（1839－42年）から百余年を経て、新国家は建設さ
れた（溝口［2∝国］）。まさに新国家という名にふさわしく、国内諸制度も全
く新しく社会主義としての制度が出現した。
中国の企業会計制度の継受という観点から見ると、国民革命期の企業会計
制度（大島［1998］）は、台湾の中華民国政府に受け継がれ、その後の台湾
の企業会計制度の中に脈々と流れていった。他方、中華人民共和国の企業会
計制度は、社会主義革命を機に、国民革命期の企業会計制度とは決別し、計
画経済下の企業会計、すなわち「一国一企業」の会計制度を出現させた。し
たがって楼能という面から見れば一般的な意味でいう企業会計制度ではなく、
むしろ管理会計の一環としての責任会計制度として捉えることになる（謝少
敏［1997］、大島［1999】）。また、一般的な意味でいう企業会計制度、すな
わち、資本主義的な企業会計制度、さらに中国の構図でいうならば、1978年
1　中国については、英語文献でも中国大陸あるいは中国本土をMaidand
Chmaと標記していることに鑑み、通常は中国大陸の意味で中国を使用し、
使用文献等の関係上、適宜、中華人民共和国を用いている。また台湾につ
いては、英語文献でもTalWanと標記していることに鑑み、通常は台湾を
使用し、使用文献等の関係上、適宜、中華民国を用いている。また、さら
に、台湾、中国と併記することは、政治的には必ずしも正しいとは言えな
いかもしれないが、本稿では、経済的、統計的、地理的な面から並列的に
用いることとした。これら国名ないし地名をexchangeableに使用するこ
とは便宜上のことであり、何ら他意はない。
また、文中の中国語の表記については例外を除き、日本の漢字に置き換
えてある。人名については、通常の中国関係の論文等の記載に準拠し、原
則としてフルネームで記載した。さらに書籍名や法律名については日本語
訳の後、括弧内に中国語での標記を示している。
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から振り返って約30年前まで行われていた国民革命期の企業会計制度が、改
革開放時代を迎えて改めて復活したと捉えることになる。以上の鳥I取囲を基
に、本稿では、中華人民共和国の改革開放時代における企業会計制度の復活
とその発展を扱うこととする。
改革開放時代に資本主義的な企業会計制度が復活したといっても、今回は、
1940年代後半に見られたような革命的かつ劇的にすべてが直ちに塗り替えら
れた訳ではない。国民経済に占める国営企業（1992年以降、国有企業）の相
対的割合が逓減するに従い、逆に、郷鎮企業、外資系企業、個人・私営企業
という非国営企業（非国有企業）の相対的割合が逓増するに従い、資本主義
的な企業会計制度も、国全体の会計制度として相対的重要性を高めていくこ
とになった。本稿では、この国全体の企業会計制度として、資本主義的な企
業会計制度が相対的重要性を増大させて行ったプロセスの検証を目的として
いる。具体的には、資本主義的な企業会計制度の相対的重要性の増大過程は、
企業会計制度の、頻繁ともいえる新設や改正という現象となって現われるの
である。
もう1つの観点は、会計技法の国際移転（internationaltransferofthe
accountingtechnlqueS）である。国民革命期に実施されていた企業会計制度
の改革開放時代における復活も、時間を超えた会計技法の移転ともいえる。
資本主義的な会計技法が必要となったとき、まず思い出されたのが、国民革
命期の企業会計制度の会計技法であった。
企業会計制度の発展については、改革開放時代の企業会計制度の発展を、
その国際化のプロセスと捉え、国際的な会計技法が、海外からの資本導入と
共に移転してくることを検証する。さらに、円滑なる資本移転のためのイン
フラ整備として、移転された会計技法が、国内の企業会計制度の中に、同化
していくプロセスについても検討する。
以上の検討の中から最後に、中国企業会計制度の特質として、どのような
特質が抽出されるかという、中国企業会計制度の特質の抽出を試みることと
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する。
Ⅱ　改革開放時代の企業会計制度研究に関する文献レビュー
（1）1978年以前の動向
日本における中国企業会計の研究は、当時の中国の簿記法であった「増減
記帳法」の研究を除けば、ほとんど皆無に近い状況であった。「増減記帳法」
の研究については、九州大学の研究者を中心に行われていた。その囁矢が、
馬場克三教授によってもたらされ、その締めくくりは改革開放時代2年径過
後の1980年に発表された、服部俊治教授編著の服部［1980］によるF中国簿
記の研究』であった。
改革開放時代以前の中国企業会計に関する研究環境について、西村明教授
は西村［1989］の序で、「私の中国会計制度の研究は、書物というよりか、
中国会計学者や経済学者との交流に大きく依存している。とりわけ研究を始
めた頃は、会計領域の文献は殆ど手にすることはできず、またこの面での研
究者が日本では皆無という状況であったから、直接の中国会計学者との交流
は、私の研究を大いに刺激し、援助するものであった。本書は、会計学にお
ける日中交流史でもある」－と述べている。この一節から窺われるように、当
1　筆者の場合も、当初、中国企業会計の研究に際しては、確かに資料の入
手に苦労した。しかしながら、資料入手の困難性が解消されるに従って、
日本における中国企業会計の研究者が徐々にではあるが、増えてきつつあ
る。
①　図書の入手：つい最近まで日本で中国の書籍を取り扱っている書店
（洋書輸入を行っている書店は中国書籍を取り扱っていない）としては、
東方書店だけであった。その東方書店の書籍カタログにも会計学関係の
書籍は、年々多少は増加していったとはいうものの、掲載教は極端に少
なかった。また、英語文献のように中国文献のオンライン化はされては
いないので、現在でも、書籍入手は、英語文献のように簡単にはいかな
－172－
（116）
い。1980年代半ばから1990年代前半までは、原始的方法であるが、定期
的に北京の大型書籍店に買出しに行くという方法が、最も有効な手段で
あった。書籍の内容を吟味している時間はないので、とにかく、会計に
関する書籍を棚ごと買い占めるという方法であった。数年前から、イン
ターネット（筆者は「書虫」を利用）で中国書籍を購入することができ
るようになった。書籍カタログも充実し、迅速に幅広く入手できるよう
になり、図書入手の困難性は格段に改善された。図書入手に関しては隔
世の感がある。また、法規類は、中国政府が直接ネット上に開示しても
のも増え、改正等あった場合はタイムリーに知ることができるようにな
った。また2（X巾年代に入ると、中国会計基準等は、日本の出版社からも、
その翻訳と解説が出版されるようになった。
②　会計論文の入手：会計専門の月刊誌の定期購読が数年前からできるよ
うになり、F会計研究J F上海会計j r財会通訊」の三大会計専門誌が購
読可能となった。それまでは、東京の大塚にある中国研究所や全国の大
学図書館へのコピー依頼によってしかr会計研究」等の掲載論文を入手
する方法はなかった。中国全土を対象とした唯一の論文入手の方法は、
中国人民大学図書資料センター（中国人民大学書報資料中心）が出して
いるF財務与会計導刊」の掲載論文を通してである。すなわち、r財務
与会計導刊」は中国全土の会計雑誌や会計研究誌から、優れた論文を選
び出して再掲載しているからである。原我から数ヶ月以内というかなり
のスピードで再掲載されるので、大いに役立つ。また、最近は中国から
の留学生が増えたこともあって、帰因時に彼等に、論文コピーを直接頼
むこともできるようになった。大学間の図書コピー依頼も、日本の大学
図書館と中国の大学図書館との間は、依然円滑にはつながらないので、
現在のところ、中国からの留学生に地元の大学に直接出向いてもらい直
接コピーしてもらうことが、紀要論文の収集については最も有効な方法
となっている。
③　原資料の入手：中国企業は、依然としてディスクロージャーという観
念が低いので、現在でも入手困難な場合が多い。特に中国企業のケース
を研究する場合、データの収集は個人的な関係にかなり依存している状
況にある。要するに、知り合いがいなければ、データは手に入らないの
である。
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時の中国企業会計研究の研究環境はかなり困難な状況にあったといえる。
また、服部教授は、服部［1980］の「まえがき」の中で次のように述べて
いる。すなわち、「外国文献の紹介と論評が日々山をなしているわが国会計
学界の現状のなかで、中国の企業会計に関する研究論文が皆無に等しい状況
にあるということは、それなりに理由があってのことと思われるが、それに
しても不可解な一つの現象である。研究に催するだけの内容をもたないとで
も考えられているのであろうか」と。ここでいう「それなりの理由」につい
ての明言は避けているが、いくつもそれなりに理由が考えられる。その中で
最も大きな理由は、西村教授も述べている資料入手の困難性ではなかったか
と考えられる。資料がないということは研究にとっては致命的なことなので
ある。
（2）1978－84年の動向
1978年3月、我国の国際会計研究の曙を告げる染谷恭次郎教授の染谷
［1978］のr国際会計一新しい企業会計の領域－』が刊行された。しかしそ
の著書の中にはアジア諸国の会計制度に関する記述はなかった。1978年末の
中国の改革開放時代が始まるこの時期は「近代会計制度の再スタート」の時
期でもあった。その中国企業会計制度の研究の端緒は、1980年12月、r企業
会計」に掲載された藤田幸男教授の藤田［1980］の「最近の中国の会計事情
一研究、教育および実践を中心として」と大雄令純教授の大雄［1980］の
「中国の国営企業会計の現状と課題」であり、さらにこの時期に3度中国に
渡り、中国の「近代会計制度の再スタート」にも寄与した青木茂男教授が、
1981年7月、r会計ジャーナル』に発表した青木［1981］の「中国の会計」
であったといえる。
1981年9月、西村教授の西村［1981］の「中国会計学会の動向」2は、藤田
2　当該論文は西村【1989］の第5車にも再録されている。
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［19801、大雄［19801および青木［1981］と同様に、1980年に中国会計学
会が設立されたことを告げてはいるが、その論文内容は新旧体制の過渡期に
あり、また増減記帳法にもかなりの紙面が割かれていることから、西村
［1981］からは、青木［1981］3等に見られるような「近代会計制度の再スタ
ート」というメッセージは受け取りにくい。また先にも触れたが、服部［1981］
のr中国簿記の研究」は、内容の大半が増減簿記の研究だけに、簿記史研究
の観点からは偉大な業韻ではあったとはいえるが、時代的趨勢からは承離し
たものであった。
また同時期、1980年7月から81年9月にかけて、近澤弘治教授がr合計」
に7回シリーズで「r中国会計上管見」（近藤［1980a，1980b，1980C，1980d，
1981a，198lb，1981C］）を連載したが、内容はやはり「増減記帳法」の記述
を基本としており、「近代会計制度の再スタート」という内容ではなかった。
以上の国際情勢から見て、この時期の藤田［1980］、大雄［19801および青
木［1981］における中国会計の「近代会計制度の再スタート」への寄与と洞
察は、特筆に債するといえよう。
（3）1984～94年の動向
国際会計という観点に立つ染谷理論のアジア地域への踏襲と拡大は、愛弟
子の南山大学大雄教授によって実現された㌔1985年、アジア会計研究の原
3　中国会計と日本の役割についても述べ、さらに中国会計学会の第1回大
会、第2回大会のテーマについても記述している。すなわち、第1回大会
のテーマは、①会計学の科学的属性と会計の機能、②会計管理と経済効果、
③原価計算と利潤分配、④会計方法の変化、第2回大会のテーマは、①会
計の経済的役割、②会計のレベル・アップ、③社会主義会計の組織化、④
外国会計事情紹介であった（青木［1981］）。
4　大雄教授は、もともと院生時代に大雄［1966］の「中国会計の性格とそ
の方法」をF商経論集』（早稲田大学大学院商学研究科）に掲載している
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点であり、バイブル的存在ともなっている大雄［1985］のr比較会計論－ア
ジア諸国の場合－』が刊行された。日本、韓国、台湾、シンガポール、中国
を級っている。その中国会計の扱い方も、これまでの中国会計のみを対象と
した従来の研究方法とは異なり、比較会計の中に中国会計を取り込んでいる
ところに大きな意義があるといえる。その延長線上、大雄［19881の「中国
における会計研究の動向」がr産業経理』に発表された㌔
こうして大雄教授が、中国会計制度の研究に再度本格的に取り組み始めた
とき、まさに神のなせる業ともいうべきことが起こった。謝少敏氏（現、上
海財経大学教授）の出現である。1992年（来日は1989年）、彗星の如く現わ
れ、我国の中国会計研究に大きな足跡を残して、2∝）1年、上海財経大学へと
去っていったが、今、振り返れば、謝少敏氏の出現がなければ、日本の中国
会計研究は遥かに遅れたものになっていたといっても過言ではない。
指導教授が院生を指導するのは当然だが、指導教授も優秀な弟子を持つこ
とによって、まさにシナジー効果的に、その能力が啓発される例をここに見
ることになる。謝少敏氏のデビュー論文は、謝［1992］の「中国の会計制度
の変遷過程に関する研究」である。会計規定の説明を中心に、中華人民共和
国の成立後から1985年頃までの企業会計制度の生成と発展について記述して
いる。この論文に続き、以降、単独論文および大雄教授との共同論文が、
1994年3月までのわずか2年の閲に、精力的に発表されることになる。すな
わち、大雄・謝［1992］の「中国会計制度における継受一合弁企業会計基準
を中心として－」、謝［1993］の「中国における会計基準の特質について」、
ことから、この時期が全くの始めての中国会計研究ではない。その後、連
結会計の研究（大雄［1977］）のため中断していたが、その研究の完了を
もって、国際会計研究へと回帰した。ただし大雄［1980］の段階では、比
較会計制度という概念は、まだ現れていなかった。
5　大雄教授は、大雄［1985］の刊行後、韓国会計制度等を研究テーマにし
ていたため、中国会計の研究を一時中断していた。
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大雄・謝［1993］の「中国における会計基準の設定主体と設定プロセス」、
大雄・謝［1994］の「中国における持分制企業会計制度の生成・発展」、謝
［19舛1の「中国における第4次企業会計制度改革の意義」である。その間、
1993年に大雄教授は、大雄［1993］の「中国会計基準の国際化」を公表した。
この大雄［1993］では、1992年に財政部から公布された「企業会計準則」の
制定経緯、およびIAS、アメリカ、日本の会計基準の比較に関する記述を行
っている。ところが、こうして大雄・謝の共同研究が軌道に乗り始めたのも
束の間、大雄・謝［19鋸］の共同論文を執筆中の1993年11月、我々は、大雄
教授の突然の天折に遭遇するのである。ここに日本における中国企業会計お
よび比較会計研究は、大雄教授の急逝により、計り知れない痛手を蒙ること
となった。
他方、九州の西村教授は、1977年から1988年の問で発表した諸論文を、西
村［1989］のr中国企業会計の構造と分析」として刊行した。ここでは改革
開放時代とそれ以前の両時代に跨る中国の企業会計が詳細に記述されており、
現在、（会計制度だけではなく管理会計も含めて）中国企業会計研究の基本
書となっている。
1990年代に入り、水野一郎教授が中国の留学から帰国し、その成果を公表
した。すなわち、水野【1993a］の「中国における国営企業の改革と会計制度
の変革（1）－1992年度中国現地調査を基礎にして－」、水野［1993b］の
「同（2）」、水野［1993C］の「中国における企業会計制度の変革一制定され
た「企業会計原則」の意義と特徴を中心として－」である。
1985年11月、上海財経大学において、テキサス大学国際会計開発センター
のEn血0Ven教授が招棺されて、中国の企業会計と監査に関するセミナーが
開催された。それがEr－YingandEnthoven［1987］のAccoun血gand
Aud血g丘日焼e軸Je’S忍の山鹿が血】亀であり、これを中央新光監査法人
が、中央新光監査法人監訳［1988］F中華人民共和国の会計と監査一その実
務・制度・教育および発展の研究」　として出版した。これは改革開放後の
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中国企業会計が、全体像として世界に向けて発信された初めての例といえよ
う。
日本では1990年代に入り、九州大学の西村教授を中心に中国との共同研究
がいくつか進められた。1991年4月には、九州大学中国経済研究会蔚［1991］
のr中国の経済制度と統計・会計制度jが出版された。さらに、1991年10月
には、西村教授と北京商学院の張以寛教授の呼びかけによって、北京科学公
会堂において、日中共同シンポジウム「中日会計統計比較国際学術研究討論
会」が開催された。その成果は、西村・張［1992］のr＜日中共同シンポジ
ウム＞日中会計・統計制度の比較』として刊行された。また、1994年には、
中国も含むアジア経済圏における経営と会計という見地から、佐藤響編著
［1994］のrアジア経済圏の経営と会計jが出版され、中国の会計について
は、責任会計や業績管理といったような管理会計的な側面からのアプローチ
が展開された。
（4〉1994～98年の動向
大雄教授亡き後、謝少敏氏は、引き続き鎌田信夫教授との共同論文を次々
に公表することとなった。すなわち、鎌田・謝［1994］の「中国の企業会計
制度の特質」、Kamata，Nissan，andXie［1995］の“TheInternationalizat10n
OfAccountingStandardsinthePeople’sRepublicofChina”、鎌田・謝【1995］
の「中国企業会計制度の転換一計画的市場経済体制における企業会計制度
1」、鎌田・謝［19％a］の「中国企業会計制度の生成と発展一計画経済体制
における企業会計制度－」、鎌田・謝［1996b］の「社会主義市場経済体制に
おける企業会計制度」、鎌田・謝［1997］の「中国における資金計算書の制
度化」、鎌田・謝［19981の「中国における外貨換算会計の制度化」である。
またこの間、謝氏は単独論文も精力的に発表している。すなわち、1994年
9月と1996年12月に、それぞれ「合計jに、謝［1994b］の「中国の企業会
計制度の構造変革」ならびに謝［1996b］の「中国会計基準設定における金
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計理論の役割－「企業会計基準」の特質について－」を発表し、大学紀要か
ら専門誌へと活動範囲を広げていった。大学紀要へは、謝［1994C］の「中国
企業会計制度の発展」、謝［1995］の「財務諸表からみる中国企業会計制度
の歩み」、謝［1996a］の「F企業会計基準』研究－「企業会計基準」の特質に
ついて－」、謝【1998】の「統制経済における企業監視構造」を発表してい
る。また、その間、大雄教授の他界を1つの区切りとして、1997年2月、謝
【1997］のF中国の企業会計制度」が刊行された。すなわち、謝［1997］は、
中華人民共和国建国の1949年から19％年に至る中国の企業会計制度を、完全
なまでに記述し、その後の中国企業会計研究のまさに金字塔となったのであ
る。
1995年には、千葉準一教授とその院生那藍蘭氏（現、札幌学院大学助教授）
が、中国の企業会計制度に関係する法律についての共同研究の成果を、千葉
・郡［1995a］の「中国会社立法と企業会計法制の形成過程（一）」、千葉・都
［1995b］「同（二）」としてr合計』に発表している。
1996年には、飯野利夫序・石人謹・根本光明編著［1996］のr中国及び日
本の会計・監査制度』が出版された。これは中央大学と上海財経大学との共
同研究の成果である。1988年に飯野教授が上海財経大学を訪問したことが発
端となっている。それ以来3回の研究会を開催し、それに続いて日中での論
文の読み合わせを行い、中国会計の各分野それぞれに対して日本の研究者の
コメントを付加する等で、網羅性と緻密性の両者を兼ね備え、内容的には第
1級の中国会計研究となっている。ただし、中国と日本の会計の比較研究に
焦点が置かれていたためと、共同研究といっても各研究者がそれぞれの専門
分野に集中し過ぎたために、中国会計の全体像を、描き切るには至ってはい
なかった。
（5）1998年～現在までの動向
この頃からの新たな傾向として、中国からの留学生による研究発表が日立
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ち始める。中国国内での企業会計制度の国際化や会計士30万人育成計画の実
施に伴い、中国留学生の中から、会計学を専攻する学生が増えたことによる
と考えられる。その中から博士課程後期に進学する学生も出現し、その研究
テーマに「中国の企業会計」を選択し、学会等で流暢な日本語を駆使して研
究発表し、博士の学位を取得するというケースが目立つようになってきた。
勿論、以前にも、謝少敏氏や郡藍蘭氏等のケースはあるが、事情が異なって
いる。すなわち、当時は中国での大学や大学院を卒業後さらには大学の教貞
等を経験した後、日本に留学し、日本の大学あるいは大学院に再入学し卒業
するというのが代表的なケースであった。ところが最近の留学生は、中国の
高等学校を卒業後、直ちに日本の大学あるいは大学院に入学しているケース
が増大し、年齢的にも若年化し、日本人研究者と変わらない年齢層となって
きているところが、それまでとの大きな遠いとなっている。
以上のケースとして、1998年11月に、李文忠氏が、李［1998］の「日米中
における財務ディスクロージャーと監査システムの比較分析一新たなアプロ
ーチを求めて－」を発表し、1999年3月には立命館大学から学位を得ている。
王皇氏や胡丹氏等も学会報告を行い、その成果をそれぞれ王呈［2∝氾］の
「中国の企業会計基準について」、胡丹［2∝Il］の「中国における事情改革
と国際会計基準導入への対応」、胡丹［2∝迫］の「中国新興資本市場の特徴
と会計システムの国際的調和化」として発表している。また王皇氏は、徳賀
芳弘教授と共同で、日本会計研究学会・特別委員会F国際会計基準の導入に
関する総合的研究（最終報告書）」において中国を担当し、徳賀・王皇［2∝B］
の「中国における工ASへの対応」を発表している。李文息［1998］の学際性、
王皇［2∝沿］の中国会計規定におけるピラミッド型会計規範のフレームワー
ク、胡丹【2伽朗　の国際会計基準に関する調和化と収蝕のフレームワークは、
中国企業会計の研究に対する斬新な視座を我々に提供している。それまでの
多くの研究者は中国語文献のみの使用であったが、さらにこの時期は、胡丹
［2∝B］の例に見られるように、英語文献も研究範囲に入れ、英米圏をも視
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野に入れた国際的レベルでの中国制度会計の研究を行うようになってきたと
いう特徴を持っている。謝少敏氏等の時代とは異なる研究者層が形成されつ
つあるといえよう。
中国との研究交流も、わずかではあるが行われた。九州産業大学（代表・
吉田寛）と天津財経学院（代表・丁王林）の間で、1997、2000年の間、「口
中会計モデルの比較研究」という共同研究が行われた。この共同研究に関連
して吉田教授は、吉田［1999］の「市場原理の浸透と会計制度改革一日中会
計制度比較を視野に入れて－」および吉田［2∝）0］の「［］中会計モデルの比
較研究の一一端－『市場経済化』と会計革命－」を『合計』に発表している。
また、この共同研究の成果は、2001年3月、吉田・子王林監修、昆・田昆儒
編集［2㈹1］の『日中会計モデルの比較研究一市場経済の進化と会計パラダ
イムの転換－』として刊行された。
単独交流では、上海財経大学の衷珪堕副教授によって、真理壁［1999］の
「現代中国における財務会計の構造一申しl両国の財務会，汁制度を比較して
－」が、東北大学の紀要『研究年報「経済学」』に掲載された。
この時期、新たな現象が見られる。日本人によるql国企業会計の研究者の
登場である。犬飼利弘氏（硯、南大阪大学専任講師）と小渕究氏がその代表
といえる。犬飼氏は中国での仕事の経験を生かし、退職後大学院に入り、中
国企業会計の研究を志した。大別［2000］の「中国の企業会計基準に関する
一考察一企業会封制度改革の意義と方向－」、犬飼［2001］の「中国の『会
計法』改正と企業会計システム」、犬飼　L2002］の「国際的調和をめざす中
国の会計システム」等を発表しているが、中岡での実務経験を随所に生かし
た研究となっている。逆に小渕氏は学部から直接大学院に進学した院生であ
る。L記のようにこの分野では留学生出身者が多いので、貴重な存在である。
まさに魯迅のいう「物は稀なるをもって貴Lとなす」lである。小渕氏は、小
『魯迅全集』第二巻（竹内訳［1976］）の「藤野先生」に出てくる一節
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渕［2（沿1］の「中国における会計規制体系の特徴」、小渕［2（刀2］の「中国
会計の国際化」、小渕［2003］の「中国における企業会計制度の統一化」を
発表している。
中国企業会計に対して、客観的あるいは批判的な眼を持っている研究もあ
る。広く社会科学の立場からの中国企業研究である。田島［2∝）3］の「現代
中国の財務・統計諸表－「報表制度」と情報・計画・ガバナンスー」と田中
［2∝B］の「中国証券法の生まれ出ずる悩み」である。東京大学社会科学研
究所紀要の『社食科挙研究jの「WTO加盟後の中国」特集に掲載された論
文である。田島俊雄・田中信行の両教授は会計学者ではないために、どの会
計学会にも所属はしていない。したがって、彼等が論文執筆に捺し、その論
文の読者として、中国企業会計研究者を範疇に入れているかどうかも疑問で
ある。しかしながら、田島教授の田島［2003］では特に、報表制度すなわち
財務諸表制度について述べられており、会計学者では指摘し得ないような点
も指摘している。例えば、財務諸表（財務報表）と統計諸表（統計報表）と
の柔軟の問題等が挙げられる（田島［2（氾3］）。この両教授の中国企業社会研
究の論考は、r社命科挙研究』の他に、F季刊中国研究』やF中国研究月報」
にもよく掲載されている。例えば、国有企業の改革問題、株式制度の問題等
を考察するに際しても、この2学者の諸論文は大いなる示唆を我々に捷供し
ている（田島［1992、1994］、田中［1994a、1994b】）。なお、田島［2003］
では、参考文献として会計学の文献が、2冊だけ挙げられている。西村
［1989］と謝［1997］である。
この時期になると、研究テーマも、全体的なテーマに代わって個別的なテ
である。「藤野先生」は、HuangandMa［2叩1］の翻訳本である久野・那
［2叩4］の郡助教授の「翻訳を終えて」から知った。魯迅のこの「藤野先
生」からは、逆に留学生を教えるnatlVeJapanesespeakerとしてのあり方
も教えて戴いたといっても過言ではない。
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ーマも出始める。すなわち、会計方針をテーマにした河崎・顔雑辞［2003］
の「中国における『会計方針とその変更』に関する制度と実態」、連結会計
をテーマにした林慶雲［2003］の「会計基準の国際的統一に向けた中国の対
応と諸問題一連結財務報告制度を中心に－」、結合会計をテーマにした林慶
雲【2∝姓］の「中国における企業結合会計」である。中国企業会計研究が今
後辿る1つの方向としては、こうした個別問題をテーマにしていくことが考
えられる。
さらにこの時期の特色としては、中国への進出企業を対象とした中国の企
業会計基準、会計監査制度、そして税務等を解説した分厚いハンドブックが、
主に監査法人の編著で相次いで出版されたことが挙げられる。背景には、以
前にもまして日本の企業の中国進出が盛んになってきたことにあると推測さ
れる。青山監査法人・プライスウオーターハウス編［1999］、中央監査法人
筋［2（X沿］、センチュリー監査法人編著［20∞］、近藤［2（カ2a、2（沿2b、2（拇2C、
2002d］等が挙げられる。
2004年の後半に入り、HuangandMal2001］のAccoLZnmig血Chinain
7加siぬnj舛9－2（炊）．の翻訳本として、久野・郡［2㈲4］のF転換期の中
国会計：1949－20佃』が、原本と殆ど同じ装丁にて出版ざれた。タイトルに
もあるように中国の企業会計制度の通史としては最適である。特に、一見会
計には関係ないような政治経済社会的な背景も適宜述べられていることによ
り、中国現代史の中の会計として立体的に理解できるという特徴を持ってい
るといえよう。また、我々の理解しがたい用語等には訳者注が付されている
ので、さほど中国会計に詳しくはない読み手にとっては有難い配慮となって
いる。
2∝旭年9月に中国からの留学を終えたばかりの水野一郎教授は、水野
［2∝姥］の「現代中国会計制度の動向と特徴」において、中国の企業会計制
度の最後に残された制度である「小規模企業会計制度（小企業会計制度）」
が公布され2∝I5年1月1日から実施されること、および日本の会計専門職大
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学院に相当する中国における会計専門職修士の養成が20の大学と1つの研究
所で始まったこと等の貴重な報告を行っている。なおこの時期、筆者は、大
島［1998］の「中国国民革命期における中華民国の近代会計制度の生成と発
展」、大島［1999］の「中国国営企業における中国的責任会計の生成と発展」、
大島［2∝）2］の「中国の管理会計実践に関する一考察一中国的特色を形成す
る基本的要素を中心に－」を発表している。
（6）文献レビューに対するコメント
中国経済の拡大発展に伴って、中国企業会計に注意が向けられてきてはい
るが、会計実務の説明ではなく、中国企業会計制度を研究対象とする研究者
の数は、依然としてごくわずかといっても過言ではない。
外国人研究者が、日本語で日本人に向けて、母国の会計制度の研究成果を
公表している例としては、中国と韓国そして台湾等であろう。欧米系ではま
ずない現象である。言語が大きな参入障壁となっていることも事実である。
また、英語で書かれた中国企業会計の文献を引用しているのは、現在のと
ころ大島［1998］、大島［19991、犬飼［20的］そして胡丹［2（泊3］等が見出
せる。日本人の研究者の場合、英語ならば読めそうだが、実は中国語の発音
が英語に置き換えられたり、意味を取って英語に置き換えられたりしていて、
結局は中国語に精通していなければ（少なくとも英語で書かれた中国語の発
音から中国語の漢字が連想できなければ）英語文献は読めないのである。キ
ーワードが抜けてしまうのである。中国企業会計に関する英語による研究成
果も、かなりの点数が公表されている上に、資料としては英語であるだけに
入手しやすい。幸末の参考文献には、これまで参考にした代表的な文献が列
挙してある。AccoU月血g肋元∞Sと加em誠彿私舟肌血ducC0皿血g
等が、中因会計に関する研究成果をよく掲載している。同様なことは台湾の
企業会計研究にもいえる。英語文献による中国企業会計の研究は、日本にお
いてはまだまだ未開拓の分野である7。
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7　ここで中国の企業会計を研究するに際して、最近の中国企業会計研究の
研究成果を検討してみると、次のようなパターンがあることが判明する
（大島［1999］に一部加筆修正）。すなわち、
（∋　中国から日本に留学し、母国中国の会計制度を研究対象に選び、その
研究に当たった場合：例えば、謝少敏［19971、李文息［1997，1998］、
郡藍蘭［20（沿］、王皇［2∝泊］、胡丹［2∝迫］、林慶雲［2（泊3、2脱a，
20似b］等。
（塾　日本人で、中国の会計事情に精通し、また必要に応じて直接中国等に
も赴き中国の原資料を、駆使し研究に当たった場合：例えば、大雄
［1985，1988，1993］、隈井［1987］、西村［1989］、水野［1993a，1993b，
1996a，1996b，19％C，1997，1998，2∝略】、犬飼［2㈲0，2（刀2，2（カ3］、
書田［1999，20（泊］、中屋［20∝），2的3］、小渕［2岬1，2（氾2，2α迫］、
近藤［2002a，2002b，2002C，2002d］、大島［1998，1999，2002］等。
（む　中国の会計学者と日本の会計学者が共同して研究に当たった場合：例
えば、九州大学中回経済研究会［1991］、西村・張［1992］、石・根本
［1996］、高千穂商科大学アジア研究センター［2∝）1］、吉田・千五林
［2（期1］、徳賀・王呈［2003］等。
④　中国から日本に留学し、日本の指導教授と共同して研究に当たった場
合：大雄・謝少敏［1993、19941、鎌田・謝少敏［1994，1995，1996a，
1996b，1997，1998］、千葉・郡藍蘭［1995a，1995b］、河崎・顔雑群
［2002，2㈹31等。
⑤　改革開放政策によって、①と同様に中国から欧米に留学した会計学者
が、欧米でその回の会計学者と共同して研究に当たった場合：例えば、
SkousenandYang［1988］、MaschmeyerandYan t1990］、Bromwich
andWang［1991】、ScapensandYan［19931、ScapensandHou［1995］、
Tang，Lynne，andCooperl2000］等。
⑥　改革開放政策によって、①と同様に中国から欧米に留学した会計学者
が、欧米あるいは帰国後研究者となり、単独であるいは編著者の中心と
なって研究に当たり、英語で成果を発表している場合：例えば、Ma
［1997］、Lin，David．andWang［1998】、HuangandMal2001］等。
⑦　欧米の研究者が中心にコーディネイトし、世界の会計学者あるいは金
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計士が集まり大型プロジェクトとして中国会計を研究した場合：例えば、
Er－YingandEnthoven［1987］・中央新光監査法人訳［1988］、Blakeand
Gao（eds．）［1995］等。
（砂　世界各因の会計制度の研究プロジェクトの一環として中国会計制度が
紹介・研究された場合：例えば、WalLace，Samuels，andBriston（eds．）
［1990，1993］、Wallace．Samuels，Briston．andSaudagaran（eds．）［1995］、
佐護［1994］等。しかしこの場合は、上記（参がその構成要素となってい
ることが多い。
（勤　中国人の研究者が中国国内に在住し、中国会計を研究し、中国語で成
果を発表した場合。これは最も多いパターンだが、中国語を理解しない
限り、外国人にはその研究成果を検討することはできない。
Ⅲ　改革開放時代における経済発展および企業会計制度の復活と発展
（1）改革開放時代における経済の発展区分
1978年12月の中国共産党第11期中央委員会第3回全体会議（中共11期3中
全会）から、現在に至る間の中国経済に関する経済政策・方針は、段階を追
って変化してきた。経済政策の名称や区分については、多少の相違はあるが、
おおよそ以下のようになっている。すなわち、
「計画調整と市場調整」→「補充的な市場経済」→「計画的商品経済」
→「社会主義初期段階」→「計画経済と市場経済の統合」→「社会主義市
場経済」
というプロセスをとっている（謝少敏【1997］）l。
l　なお、謝［1997］は、1994年までで終わっている。それ以降、中国は、
社会主義市場経済を本格的に展開させていくことになるが、Ⅱの文献レビ
ューでも触れているように、社会主義市場経済期における会計制度を包括
的に記述した書籍は、日本にはまだない。
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「一国一企業」の会計制度としての中国的責任会計制度の観点（謝少敏
［1997］、大島［1999］）からは、改革開放時代を、1992年以降の「社会主義
市場経済」の時代とそれ以前の時代の2区分で論じる場合が多いが、都仁平
［2（氾1］の所説の区分2もそれに加味にし、さらにWTOへの加盟も加えて、
改革開放時代を5つの時期に区分して検討する。すなわち、
1）1978－84年：公有制を基礎とした計画経済期
「計画調整と市場調整」とは、計画経済を主とし市場調節を従とすること
を意味し、烏龍経済論3として論じられた。あくまでも計画経済という枠の
中での「補充的な市場経済」であった。
2）1984－89年：公有制に基づく計画的商品経済期（第1期）
ひとたび市場メカニズムが導入され始めると、計画経済との矛盾が顕在化
してくることになり、「計画的商品経済」、すなわち、社会主義＝計画経済か
ら社会主義＝商品経済への転換が図られるようになった。さらに1987以降、
中国は多くの資本主義諸国が達成した高い生産力と所得水準を得るために、
市場経済を本格化し資本主義をやり直すという趣旨の「社会主義初期段階」
を提起し、国営企業の所有と経営の分離とそれを実現するための株式会社化
の政策を打ち出していった（渡辺［1997］）。
3）1989－92年：公有制に基づく計画的商品経済期（第2期）
1989年を境に公共制に基づく計画的商品経済期を第1期と第2期に分ける
根拠は、1989年の天安門事件にある。すなわちこの事件を契機に、政治と経
済の引締め政策がスタートし、経済面ではインフレ抑制政策が取られ、市場
と計画を巡る議論では、「計画経済と市場経済の統合」へとシフトし、市場
2　都［2∝）1］では、WTO前で終わっているため、4区分である。その後
の動向を入れて、本稿では、さらにWTO加盟も区分の対象とし、5区分
とした。
3　烏龍経済論については例えば、大島［1999］を参照。
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経済は余儀なく後退していったのである。
4）1992－2001年：社会主義市場経済期（WTO加盟前）
1992年の郵小平の「南巡講話」4を契機として「社会主義市場経済」5が提起
され、中国が目標とする経済システムは社会主義という冠はあるが、実質は
市場経済システムであることを明確にした。すなわち、株式会社制度を中心
とする企業制度の確立、市場メカニズムが展開できるような国内市場の形成、
国家によるマクロ経済の間接的コントロールを可能にする財政・金融制度の
改革が、その骨子であった。
5）2001年一現在：社会主義市場経済期（WTO加盟後）
2（氾1年11月の中国のWTO加盟は、中国の経済政策がグローバルな見地に
立ったことを意味している。中国市場は、国内市場としてだけではなく世界
の工場としての役割を担うこととなり、諸制度もグローバルな基準による調
整が求められるようになっていった。さらにグローバルな基準に対し、単に
国内基準を調整していくのみならず、逆に、グローバルな基準に対し、中国
側からも中国基準を盛り込む政策さえも見られるようになっていった。
以下、上記の経済政策の5区分に基づき、企業会計制度に焦点を当てて検討
する。
（2）1978～84年：公有制を基礎とした計画経済期の会計制度「近代会計制
度の基礎作り」
1）近代会計制度の曙
1978年12月の中国共産党第11期中央委員会第3回全体会議（中共11期3中
全会）の以前と以後では、同じ中国共産党の統治下といえども、様相を全く
異にする。奇しくも1976年1月に周恩来が、同年9月に毛沢東が相次いで他
4　南巡講話については、例えば、大島［1999］を参照。
5　社会主義市場経済について詳しくは、大島［1999］を参照。
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界し、この中共11期3中全会で郡小平が政権の座に着いたことは、あまりに
も有名だが、その後の改革開放政策を推し進めるについても、背景には国営
企業の行き詰まり、すなわち冥家経済の行き詰まりがあったといえよう。当
時、国庫収入の過半を占める回営企業の業績が年々悪化していた。国営企業
の赤字は国が補填することになっていたので、このままでは、国庫自体が赤
字になることは、党の幹部であれば当然に認識していたと考えられる。かく
して1985年を境に国営企業は損益分岐点を通過し、国全体の利益と損失は逆
転していくのである（国家統計局備［1997］、大島［1999］）。この現実を前
にしてその打開策として、改革開放政策が取られることになる。開放政策の
開放とは外国資本に対する開放を意味し、英語ではtheOpen－DoorPolicyと
訳されている。すなわち、国家経済の建て直し策の重要な柱の1つは、外国
資本の受け入れによる国内産業の活性化に他ならなかった。その外囲資本の
受け入れを円滑にするためにも、会計制度の整備が急がれたのである。
この時期の企業会計制度に関する動きとして、以下の3点が挙げられる。
すなわち、
①　「中外合弁企業法（中華人民共和国中外合資経営企業法）」の制定
②　監査制度（審計制度）の確立
（郭　中国会計学会の設立
である。以上の内、②はⅣにて検討する。
2）中外合弁企業法（中華人民共和国中外合資経営企業法）
1979年7月、中国共産党第5期全国人民代表大会第2回会議において、「中
外合弁企業法（中華人民共和国中外合資経営企業法）」（愛知大学経営会計研
究資料叢書編集委員会席［19飢］）が、採択され公布された。改革開放政策
に基づく法律である。仝15条からなる短い法律であるが、その後の経済展開
から見て、この法律の公布は大変大きな意味を持っていたといえる。すなわ
ち、この法律によって、中国国内に外国との合弁企業の設立が認められたの
である（第1条）。さらにその合弁企業の形態は株式会社（有限責任公司）
－155－
（133）
とされた（第4粂）。また、会計に関する箇所を見ると、取締役会が、企業
の発展計画、生産経営活動法案、予算、利益の分配、労働・貸金計画、企業
の解散、および社長、副社長、捻会計師6、技術長、監査役の任命または招鴇
等、すべての重要事項を、討議、決定する（第6条）。純利益は合弁企業の
各当事者の登録資本の比率に応じて分配する（第7条）。その他、外国為替
管理、国外送金、納税等、資本主義社会にとっては、当然のルールが、こう
して中国の経済社会の中に組み込まれていったのである。
3）中国会計学会の設立
1980年1月、会計学の学問的復権が認められて、中国会計学会が設立され
た。この中国会計学会の設立において、日本はある一定の役割を果たしてい
る。青木［1981］の「中国の会計事情」7において、以下のような訪中団等の
派遣（青木教授は3回とも参加）ならびに訪日団の受け入れについての記録
5　青木茂男教授は、青木［1981］の中で、「会計職員の区別」について、
①絃会計師、②会計師、③会計師補、④会計員の4段階であるとされ、さ
らに総会計師について以下のように詳述されている。すなわち、「総合計
師は所属単位から指名提案され、上級機関の批准をうけて授与されるが、
あわせて財政部、国家人事局で認定し、証書を与えるものであり、アメリ
カのコントローラーのような会計全般の責任者であるとともに、また常に
国家の立場から事業体の活動を財務面から監督・検査する立場ももってい
る。」「中国では稔会計師はなかなか権威をもった存在のようであり、国家
の利益と事業体の利益の調整・調和という中国会計の特質の具体化のため
にも、総会計師の役割は注目されるところである。しかし一部には総会計
師といっても会計課長ぐらいの役割しか行われていないとする現状批判も
あるとのことであった」（青木［1981］）。青木教授のこの記述がなければ、
当時の総会計師の位置づけや内容も、我々には分からないところである。
なお、現行の会計担当者（会計人月）の職位（職称）については、本稿Ⅳ
の脚注10を参照。
7　この時期、1980年6月18日～7月3日の期間、藤田幸男教授も訪中して
いる（藤田［1980］）。
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がある。すなわち、
第1回訪中（1979年7月28日～8月11日）
早稲田大学友好訪中団（総長以下教授計15名）
訪問地：北京、南京、無錫、上海
第1匝［訪日（1980年8月未～9月）
中国財政部企業会計・財務管理考察訪日団
在日中であり団長も勤めた遅梅漬氏の日本会計士協会主催の講演、日本
会計研究学会主催の訪日団との研究会での意見交換
第2回訪中（1981年3月31E卜一3月22日）
日本学術振興会派遣会計学訪中団（5名）
訪問地：北京、蘇州、上海
訪問先：社会科学院、中国会計学会、財政学院等
第3回訪中（1981年4月24日～5月6日）
帝京大学集中講義
訪問地：上海、杭州、南京
以上である。中国における「近代会計制度の再スタート」の時期に、日本の
会計学者の訪中ならびに中国における会計政策担当者・中国会計学会会員の
訪日の意味は極めて大きい。中国会計学会は、全国の会計担当者（会計人月）
170万人のうち、一定条件以上の有資格者約3万人を会員とした（青木
［1981］）。
中国の会計雑誌についてみると、1966年創刊のr会計」という専門誌は同
年8月には発行停止となり、以来、1978年まで、中国において会計雑誌は全
く存在していなかった。「中国には簿記だけはあるが会計がない。会計とい
う実務だけはあるが会計研究という成果はない（中国只有簿記没有会計、只
有会計〔実務〕没有会計研究〔成果〕）」（中国会計学会編［2002a，b，C，
d］）8、といわれてきたが、中国会計学会ならびにその支部の学会が設立され
ると同時に、学会誌等も中国会計学会のr会計研究j　をはじめとして次第に
－153－
（135）
刊行されるようになっていった。現在では2、3百種類に上る発行があると
されている（中国会計学会編［2002a，b，C，d］）。
（3）1984～89年：公有制に基づく計画的商品経済期（第1期）の会計制度
「会計基本法の制定と監査制度の充実」
この時期の企業会計制度に関する動きの主なものとして、以下の4点が挙
げられる。すなわち、
（9　中国初の株式会社の出現
②　「会計法（中華人民共和国会計法）」や「中外合弁企業会計規定（中外
合資経営企業会計制度）」の制定・公布による会計制度の基本整備
③　「内部監査活動に関する若干の規定」、「公認会計士条例（中華人民共和
国注冊会計師条例）」、「監査条例（中華人民共和国審計条例）」など監査
（審計）に関する法規定の整備
④　中国公認会計士協会（中国注冊会計師協会、CICPA）設立
である。③と⑥については、Ⅳにて検討する。
1）株式会社の出現
19糾年7月、中国初の株式制企業である北京天橋株式会社（北京天橋股＿
有限公司）が設立された（千葉・那［1995a］）。引き続き、上海飛楽音響株式
会社等、各地で株式制企業設立の実験が先行して行われた。しかし、中央レ
ベルの法規定は、直ちにではなく、1992年の「株式会社試行弁法（股恰制企
8　中国会計学会編［2002a，b，C，d】のr中国会計研究文献摘編（1979A
1999）」は、中国会計学会が、苦難の道を乗り越え、21世紀を迎えるに当
たり、学会スタートの時期から1999年までに発表された論文の中から、中
国会計学を代表する論文を各分野別に遠出整理した文献集である。要約文
も付され、東北財経大学出版社から各分野別に出版された。各文献集すべ
ての第1頁日に、この文章が掲載されている。中国の会計学研究者にとっ
ては、大変な重みのある文章である。
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業試点耕法）」（愛知大学経営会計研究資料叢書編集委員金偏［1994］）の制
定まで得たねばならなかった。なぜ、それほどまで遅れての制定になったか
について、会社法制の見地からは、「資本主義のシンボルである株式会社制
度に関するイダオロギー的な問題もあり、株式会社に関する中央レベルでの
法規の制定は後まわしとされ、そこでは暫定規定たる法律文書のみが公布さ
れたに留まり、むしろ地方レベルの法律が先に制定・公布された」（愛知大
学経営会計研究資料叢書編集委員会席［1994］）とされる。それほど株式会
社設立に対しては微妙な時期ではあった。
2）会計基本法の制定・公布
1985年に入ると、企業会計制度にとって重要な法律が相次いで公布された。
まず、1月に、その後の企業制度の基本法となる「会計法（中華人民共和国
会計法）」が公布され、5月から施行された。今後、この「会計法」を頂点
に会計に関する法体系が形成されていくことになる。中華民国でも「商業合
計法」が大陸時代の1948年に制定され、遷台後の1952年に施行されているが、
いずれにしても「会計法」や「商業会計法」という会計に特化した法律が制
定されるのは、企業会計制度における中国的な特色といえる。
1985年3月には、財政部は、「中外合弁企業法」や「中外合資企業法」等
に基づいて「中外合弁企業会計規定（中外合資経営企業会計制度）」（中国会
計学会［1985］）を公布し、7月にはそれを施行し、外資系企業会計9の制度
化を試みている。「中外合弁企業会計規定」に引き続き、「合弁企業会計規則」、
9　外資系企業とは、合弁企業、合作企業、外資企業からなる。合弁企業と
合作企業は、中国の企業と外国の投資者が共同出資した企業である。合弁
企業は、合弁期間満了前に資本の回収はできない。合弁期間満了時の清算
に当たっては、純資産を出資比率に従って按分する。合作企業は、合作満
了までに資本の回収と利子の支払いを受ける。合作満了時、外資側は、中
国側パートナーに全資産を譲渡する。外資企業は100％外国投資者が出資
した企業である（謝［19971）。
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「合弁工業企業勘定科目および財務諸表」、「合弁旅行業企業勘定科目および
財務諸表」が公表され、合弁企業会計の制度化が進んだが、これらの規定に
は、西側の会計処理や実務に関する原則や方法が大きく影響していた（謝
［1997】）。
（4）1989～92年：公有制に基づく計画的商品経済の時期（第2期）の会計
制度「証券取引所の開設」
この時期の企業会計制度に関する動きの主なものとして、以下の2点が挙
げられる。すなわち、
（カ　証券取引所の開設
②「公認会計士全国統一試験朋叫（注冊会計師全国統一者武弁法）」公
布と第1匝l全国公認会計士統一試験（注冊会計師全国統一者試）の実施
である。以上の内、②はⅣにて検討する。
1）証券取引所の開設
1990年12月に上海証券取引所、1991年7月に決別証券取引所が開設された。
これらの証券取引所は上場する企業に対し、比較可能性の見地から、証券取
引所が制定した統一様式による財務諸表の作成とその公開を要請した。しか
し、その統一様式による財務諸表は、欧米の株式会社の財務諸表の様式に準
拠していたが、財務諸表の作成に当たって準拠した会計規定は、依然として
統一されたものではなく、従来からの業種別会計規則であったため、財務諸
表の内容は業種毎に異なったものになっていた（謝【1997］）。
証券取引所上場企業の財務諸表は、財務諸表の公開という意味では、中国
企業会計制度において、大きな意味を持つものではあったが、様式は国際的、
内容は中国的かつ業種ごとに異なるという矛盾を露呈し、統一的な会計制度
の必要性を認識させることともなった。
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（5日992～2001年：社会主義市場経済期の会計制度（WTO加盟前）「企業
会計制度の統一化と国際化」
この時期の企業会計制度に関する動きの主なものとして、以下の6点が挙
げられる。すなわち、
①　外資系企業の統一的な会計制度の実施
②「両則両制」（「企業会計準則」「企業財務通則」「株式会社試行会計制
度」「業種別会計制度」）の公布・試行による社会主義会計から資本主義
会計への転換の促進
③　「会計法」の改正（資本計算の明記）
④「中華人民共和国公認会計士法（中華人民共和国注冊会計師法）」、「中
華人民共和国監査法（中華人民共和国審計法）」、「中国公認会計士協会
規約（中国注冊会計師協会車種）」制定等による監査環境の充実化
⑤　中Bl公認会計士協会（中国注冊会計師協会：CICPA）が国際会計基準
委員会および国際会計士連盟に加入。
⑥　「企業財務会計報告書条例」の制定と施行
である。以上の内、④、⑤、⑥はⅣにて検討する。
1〉外資系企業の統一的な会計制度の実施
中国の企業会計制度の近代化のプロセスを見ると、まず外資系企業の企業
会計制度を西側諸国のそれに近づけ、次に国内企業に同様な改善を適用して
いくというプロセスが取られていることが分かる。統一的な会計制度の制度
化のプロセスも同様である。財政部は1992年5月に「外国投資企業の勘定科
盲と財務諸表の規定（外国投資工業企業実施細則）」公布し、引き続いて、
「外資投資企業会計制度」「外国投資企業財務管理規定」を公布した。これ
により、中国企業よりも先に1997年7月から外資系企業の統一的な会計制度
が実施されることとなった。
2）「両則両制」の施行と「会計法」の改正
両別とは「企業会計準則」と「企業財務通則」を指し、両制とは「株式会
－149－
（139）
社試行会計制度」と「業種別会計制度」を指し、両者を合わせて「両則両制」
といわれる。1992年12月、財政部から、「企業会計準則」と「企業財務通則」
が公布され、翌93年の7月から施行された。この両別に基づいて、全国的に
「資産＝負債十資本」等式を前提とする複式簿記と会計制度が導入されてい
った。
また、1992年5月、財政部国家経済体制改革委員会等が「株式会社試行会
計制度」を公布・施行した。さらに1993年に13種の「業種別会計制度」が制
定された。これらの法規走に、上記の「外資投資企業会計制度」を加えると、
「会計法」を頂点とする法体系が成立することになる（図表3を参照）。そ
の「会計法」も、1993年12月に「資産＝負債＋資本」という考え方に基づき
大幅に改正され（第7条の会計計算の項目に「資本」が入る）、以上の法体
系を拠りどころとして、中国企業会計制度は、実質的には社会主義会計から
資本主義会計へと、大きく舵を切ることになるのである。
さらに1998年1月には、それまで試行の段階であった株式会社会計制度が、
正規の法規走である「株式企業会計制度」として、財政部から公布された。
しかし、統一化への改革は、ここで止まらず、21世紀を前にして、基本法で
ある「会計法」が、1999年10月3柑第9回全国人民代表大会常務委員会第12
次会議において、再度改正され、2の0年7月lE】からこの改正「会計法」は
施行された（下超武［2（カ0］、黄赤東・孫秀君主編［2（沿3］）。2㈱年6月に
は、国務院は「企業財務会計報告書条例」を制定している。財政部は、20世
紀未が迫った2脇0年12月29日、「r企業会計制度』の発行に関する通知」を発
行し、その添付文書として「企業会計制度」「企業会計制度一会計科目と財
務諸表（企業会計制度一会計科目和会計報表）」を発表した。かくしてその
3日後の新世紀の第1日目、まさに21世紀がスタートとする2001年元旦から、
株式会社に対し「企業会計制度」の適用をスタートさせ、それまでの「株式
企業会計制度」を廃止したのである（図表4を参照）。
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（6）2001－現在：社会主義市場経済期（WTO加盟後）の会計制度「企業
会計制度統一化の完成とボーダレス化」
株式会社の会計制度は、2001年1月1日をもって統一化されたが、その他
の企業会計制度も着々と統一化され、最後に残った「小規模会計制度（小企
業会計制度）」も、20掴年4月27日に財政部から公布され、2005年1月1日
より実施されることになり（中華人民共和国財政部［20叫、水野［2∝刈）、
ついに2005年、会計制度の統一化が完全に成就されるに至った（図表4を参
照）。WTO加盟後の中国にとって、中国の企業会計制度の統一化の成就は、
中国の企業会計が少なくとも形式的には国際的にも遜色のない水準まで到達
したことを意味していた。
Ⅳ　現行の企業会計制度
（1）現行の企業会計制度の諸法規虐1
中国の会計制度には、企業を対象とする企業会計制度2と国家財政部門お
1　中国における会計法規定の階層構造は、以下のようになっている。すな
わち、
①　全国人民代表大会および全国人民代表大会常務委員会を通過した法律
②　全国人民代表大会および全国人民代表大会常務委員会が立法権を国務
院に授権し、国務院が制定した暫定規定および暫定条例
③　国務院が制定した行政法規（条例、実施細則、弁法）
④　財政部等の国務院主管部門が制定した部門法規（規定、弁法、実施細
別）
⑤　地方人民代表大会および地方人民代表大会常任委員会を通過した地方
性法規
⑥　地方人民政府が制定した地方法規
中国における法規定は、以上のように大きく6階層から成り立っている。
その内、①と②が「法律」であり、③と④は「行政上の法規」であり、⑤
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よび行政事業単位を対象とする予算会計制度がある。本稿は企業会計を対象
としているので、本節においても前者の企業会計制度を前提とする。また、
中国における企業会計制度は、中国共産党が統治する法制度にすべて含まれ
るため、一般の資本主義諸国に見られるような法規定に拠らない会計基準や
と⑥は「地方性の法律と法規」となっている（近藤［2002a］）。
さらに、上記の法規走の他に、国務院や財政部等の行政機関が発行する
文書、すなわち、「公文」がある。
A　国務院や財政部等から下級機関に対する伝達、要請（通知）
B　下級機関から国務院や財政部等の上級機関に対する指示伺い（請示）
C　下級機関からの「請示」に対する上級機関からの回答（批復）
D　関連部門間の協議、承認の請求、回答の書簡（函）
以上の内容に、会計の法規定を照らしてみると、「中華人民共和国会計
法」は、1985年、全国人民代表大会常務委員会が承認（主席令第別号）し
た法律で、①の場合に当たる。「企業財務会計報告条例」は、2∝粕年6月、
国務院が行政法規として制定（国務院令第287号）した法規で、③の場合
にあたる（近藤［2002a］）。
2　中国における「準則」「原則」「会計制度」の意味
「準則は、基準（Standards）の意味で用いられている。また準則の代り
に、同義語として、原則が用いられることがある。会計制度は日本語とは
異なり、特定の業種・企業形態等に適用される、会計処理および報告の方
法を具体的かつ詳欄に規定したものであって、財政部その他の主管部門が
制定する法令である。したがって、日本の省令・通達に係る会計原則・取
扱要領に該当する」（大雄［1993］）。
2仙1年1月からは株式会社に対し「株式企業会計制度」に代わって、さ
らに2（泊2年1月からは外資系企業に対し「外国投資企業会計制度」に代わ
って、両者に「企業会計制度」（財政部制定）という法規定が、それぞれ
通用にされるようになった。したがって、書名等に「企業会計制度」とあ
る場合、中国の企業会計制度全体の解説ではなく、この財政部から出され
た法規定としての「企業会計制度」の内容を説明する場合が多いので、特
に注意する必要がある（例えば、王斌［2（沿2］。中華人民共和国財政部制
定［2003日。
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会計原則等の企業会計制度は存在しない。
中国では、「中華人民共和国憲法」の下、全図人民代表大会あるいは全国
人民代表大会常務委員会が、立法機関となっている。企業会計に関連する諸
法も、そこで制定される（図表1を参照）。主な企業会計関連法には、「会計
法（中華人民共和国会計法）」を基準に、「会社法（公司法）〔中華人民共和
国会社法（中華人民共和国公司法）〕」、「証券法（中華人民共和国証券法）3」、
図表1中華人民共和国における企業会計を対象とする諸法規定
r会計法」　『会社法」
1985年5月　1994年7月
財政部　　財政部等
、　　　　　　　　　　　　　　　　　　一
企業会計基準
出所：犬飼［2002］
F証券法J r税収徴収法上・・く法律〉
1999年7月　　　　1993年1月　　く発効日〉
国務院証券管理機構　国務院・財政部
－　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　、
法人税法
3　「証券取引法（証券交易法）」ではなく、「証券法」である。当初（1992
年）の草案では「証券取引法」であった。すなわち、株式の発行について
は「会社法（公司法）」で規定し、株式を含めた証券の取引については「証
券取引法」が規定することになっていたが、株式の発行も含めた包括的な
内容の「証券法」が求められ、1998年に至り、「中華人民共和国証券法」
として、ようやく成立した（田中［2∝）31）。
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「税収徴収法（中華人民共和国税収徴収管理法）」等がある。台湾における
企業会計に関する法規定の場合、「商業会計法（商業会計法）」を中心としな
がらも、「会社法（公司法）」、「証券取引法（詮券交易法）」等とも相互にか
なり関連した関係を持っているが、中国の場合、「会計法」は、会計に関す
る法律として独立的な地位ある。すなわち、国務院財政部を主管部門として、
中国国内の会計に関するすべての領域を包括すべく、「会計法」を基本法に
「国家の統一的な会計制度」4という体制が組まれており、企業会計に関する
法規走もその一環をなしている。具体的に企業会計に関する法規定について
見ると、「会計法」の下に、国務院が制定した「企業財務会計報告条例」が
あり、その下に財政部が制定した「企業会計準則」、「企業会計制度」、「業種
別会計制度」等があり、全体として「会計法」を頂点とする企業会計の法体
系が形勢されている（図表2、3、4を参照）。
図表2　中華人民共和国における「会計法」に関連する諸法親足
制定部門
全国人民
代表大会
∴・・、
出所：犬飼【2（泊2］
4　「国家の統一的な会計制度」とは、「国家の統一的な会計処理、会計監
督制度、会計横棟の会計担当者の管理制度、会計業務管理制度等を総称す
るもの」（近藤［2002a］）とされる。
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図表3　中華人民共和国における「会計法」を頂点とする法体系（1998～
2000年）
出所：中央監査法人繍［20∝）］
ら施行された。その後、経済政策の変更と共に、「会計法」も1993年、1999
年と2回改正（収訂）された（下輝武［2（X氾］）。特に1993年12月29日の改正
においては、立法趣旨に「社会主義市場経済の秩序を維持すること（維持社
会主義市場経済秩序）」（第1条）が加えられた。1999年10月31日の改正「会
計法」では、その立法員的として以下の5点を挙げている（下［2∝船］、黄
赤東・孫秀君主編［2003］）。すなわち、
①　会計行為を規範化する（規範会計行為）
②　会計資料の真実性と完全性を保証する（保証会計資料真実、完整）
（釘　経済管理と財務管理を強化する（加強経済管理和財務管理）
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図表4　中華人民共和国における「会計法」を頂点とする法体系（2001年～
現在）
出所：近藤［2（氾2d］
なお、「企業会計制度」は、20∝I年12月29日、財政部公布の「『企業
会計制度の発行に関する通知」の添付文書。2（氾1年1月1日から、
「株式会社」に適用。「金融企業」および「外国投資会社」については、
2α）2年1月1日から適用。「小規模企業会計制度（小企業会計制度）」
は、2005年1月1日から適用。
④　経済効果を高める（提高経済放益）
（9　社会主義市場経済の秩序を維持する（維持社会主義市場経済秩序）
である。これらを文章化して、第1条としている。
また、第2条では、「国家機関、社会団体、会社、企業、事業単位およ
びその他の組織（以下単位と総称）は、本法に基づいて会計事務を処理し
なければならない」と定め、企業のみならず中国のすべての組織を、「会
計法」の適用範囲としている。
全7章52条から構成されている。すなわち、第一幸「総則」（第一条～第
八粂）、第二章「会計処理（会計核算）」（第九条～第二十三条）、第三章「公
司、企業の会計処理に関する特別規定（公司、・企業会計核算的特別規定）」
（第二十四条～第二十六条）、第国章「会計監督」（第二十七条～第三十五条）、
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第五章「会計樺構および会計担当者（会計機構和会計人員）」（第三十六条一
第四十一条）、第六章「法律責任」（第四十二条～第四十九条）、第七草「附
則」（第五十条～第五十二条）、である。
現行の「会計法」である1999年改正「会計法」の改正目的は、国内的には、
社会主義市場経済の秩序の維持であり、国際的には、WTO加盟を前にして
の会計制度の国際化の強化であった。以下がその主な改正点である（近藤
［2（沿2a】）。すなわち、
①統一的な会計制度の確立、②会計処理の適正化、③会計監督の強化、④会
計機構の整備、⑤会計担当者の強化、⑥虚偽報告等に対する罰則強化、⑦法
律責任強化
であった。
「会計法」自体は、財務諸表の種類や作成方法等の具体的な内容について
明示してはいない。「会計法」の運用に当たっては、各行政部門から、行政
法規や部門規定が制定公布されている（図表2を参照）。すなわち、「会計法」
を頂点として、会計関係の具体的な内容が体系化されている（1999年「会計
法」改正前の体系については図表3を参照。改正後の体系については図表4
を参照）。例えば、財務諸表の種類をはじめとする企業財務会計報告につい
ては、1993年から実施されている「企業会計準則」に、さらには1999年の
「会計法」の改正を受けて、翌年の2㈱年6月に制定され、2（氾1年1月1日
から施行された「企業財務会計報告条例」に準拠することになる。
（3）企業財務会計報告条例
「企業財務会計報告条例」は、国務院によって、2㈱年6月21日に制定
（国務院令第287号）され、2（氾1年1月1日から施行されている（図表2参
照）。1999年改正「会計法」の改正目的を具体化した内容となっている。「企
業（会社を含む）が社外に開示する財務会計報告が真実かつ完全であること
を規範するために制定された」（犬飼［2（泊2］）。特に法規名にもなっている
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ように、企業の財務会計情報の開示の強化と、罰則規定や公認会計士（注冊
会計師）監査の強化による情報内容の保証に重点がおかれている。具体的に
は、国際的な財務諸表の作成とその充実化、国際的な会計概念の導入、キャッ
シュフローの重視、財務諸表作成の精緻化、会計情報の対外提供、虚偽また
は重要な事実が隠蔽された財務諸表に対する罰則の浄化等（近藤［2㈱2a］）
である。
全6章46条から構成されている。すなわち、第一章「総則」（第一粂～第
五条）、第二章「財務会計報告書の構成（財務会計報告的構成）」（第六条～
第十五条）、第三章「財務会計報告書の作成（財務会計報告的編制）」（第十
六条～第二十八条）、第国章「財務会計報告書の対外提供（財務会計報告的
対外提供）」（第二十九条～第三十八粂）、第五章「法律責任」（第三十九条～
第四十三条）、第六章「附則」（第四十四条～第四十六条）、である。
第7条において、財務諸表の種類が規定されている。すなわち、
（一）財務諸表：貸借対照表（資産負債表）、損益計算書（利潤表）、キャッ
シュフロー計算書（現金流量表）、関連付属明細表（関連
附表）
（二）財務諸表注記（会計報表附注）
（三）財務状況説明書（財務情況説明書）
である。
（4）企業会計準則（基本準則、具体準則）
「企業会計準則」Sは、1988年から作業に入り、1992年、国務院において認
可され、同年11月30日、財政部第5号令として公布され、1993年7月1日か
5　企業会計準則」の和訳、英訳については中華人民共和国財政部制定
［2∝）2］、中華人民共和国財政部会計司編［1997］、中央監査法人編［20∝）］
を参照。
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ら実施されている。国際会計基準を射程に入れ制定された法規定である。
「企業会計準則」の主管部門は財政部である。会計概念、会計処理、会計表
示に関する基本原則が規定され、すべての企業に対して、その遵守を要請し
ている。
1）「企業会計準則」の構成
「企業会計準則」6は、「基本準則」と「具体準則」の二層構造であるが、
表記の方法は以下のように並列的である（2002年末現在）7。
企業会計準則一基本準則（1993年7月1日施行）
企業会計準則一関連当事者の関係および取引に関する開示（1997年1月1日
施行）
企業会計準則－キャッシュフロー計算書（2∝Il年改訂、2（沿1年1月1日施行）
企業会計準則一後発事象（1998年1月1日施行）
企業会計準則一債務再構築（2001改訂、2（氾1年1月1日施行）
企業会計準則一収益（19個年1月1日施行）
企業会計準則一投資（2∝）1改訂、2（氾1年1月1日施行）
企業会計準則一工事契約（1999年1月1日施行）
企業会計準則一会計方針、会計上の見積りの変更および会計誤謬の改正
（2（氾1改訂、1999年1月1日施行）
企業会計準則一非貨幣性資産による取引（2（氾1改訂、2（拇1年1月1日施行）
企業会計準則一偶発事象（2（炊）年7月1日施行）
5　「企業会計準則」「基本準則」「具体準則」は、それぞれ以下のように英
訳されている。
企業会計準則：AccountingStandardsforBusinessforEnterprises
基本原則：BasicStandard
具体準則：ASeriesofSpeci丘cStandards
T　「具体準則」には、IAS、IFRS、FASBのような番号（No）は、付与さ
れていない。
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企業会計準則一無形資産（2001年1月1日施行）
企業会計準則一倍入費用（2（氾1年1月1日施行）
企業会計準則－リース（2001年1月1日施行）
企業会計準則一中間財務報告（2002年1月1日施行）
企業会計準則一固定資産（2（沿2年1月1日施行）
企業会計準則「棚卸資産（2∝）2年1月1日施行）
以上、2002年現在、「具体準則」は16（1997年から頒次制定、うち5改訂）
制定されている。改訂も含め、2001年以降急速に公表されていることがわか
る。
2）「企業会計準則一基本準則」のフレームワーク
「企業会計準則一基本準則」は、全10章66条から構成されている。Aiken，
Lu，andJi［1995】が「基本準則」をフレームワーク化しているが、さらに
HuangandMa［2（氾1］おいても、当該フレームワークが引用されている。
ここではAiken，Lu．andJi［19951のフレームワークに基づいて「基本準則」
を検討する（図表5を参照）。
第1段層　会計公準（AccountLngaSSumptionS）：第1牽
第1章の総則（Generalru1es）は、第1条から第9条まであるが、その中
から以下のように4公準と条文とを対応させている。すなわち、
1、企業実体（Entlty）の公準：第2条、第4条
2、継続企業（Goingconcern）の公準：第5条
3、会計期間（Accountmgperiod）の公準：第6章
4、貨幣評価（Monebryunit）の公準：第7章
また、その他の条文については、
第1条：本準則は「中華人民共和国会計法」に基づくこと
第3条：企業会計制度を制定する場合、本準則を遵守しなければなら
ないこと
第8粂：複式簿記を使用すること
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図表5　r企業会計準則一基本準則」のフレームワーク
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出所：Aiken，Lu，andJil1995］、HuangandMal2001］
上図において、会計原則では、継続性（第13条）と適時性（第14条）
が、順序が逆に配置されている以外は、客観性（第10条）から重要性
（第21粂）まで第二章の一般原則の順に表示されている。
HuangandMa［2（氾1］においては、財務諸表の最下行の財務状況
説明書が抜けているが、「企業会計準則」にもあり、またAiken，Lu．and
Ji［1995］の園でもあるので、Aiken，Lu，andJi［1995］の図を採用し
ている。久野・部共訳［20鋸］においても、最下行の財務状況説明書
はない。
また、中国語での用語については中華人民共和国財政部制定【2002］
を参考にした。なお、日本語訳については久野・都共訳［2004］とは
必ずしも同じではない。
第9条：中国語を使用しなければならない。少数民族、外国投資企業
は、自らの言語との併用は可能であること
をそれぞれ規定している。
第2段層　会計原則（Accountingprinciples）：第2章
第2章（Accountingprinciples）は、第10条から第21条まで12条あり、12
の一般原則が制定されている。日本の「企業会計原則」の「一般原則」に似
た構造を持っている。すなわち、
1、客観性（ObJeCtivlty）の原則：第10条
2、適合性（Relevance）の原則：第11条
3、比較可能性（Comparability）の原則：第12条
4、継続性（Consistency）の原則：第13粂
5、適時性（Timelhess）の原則：第14粂
6、明瞭性（Understandabillty）の原則：第15条
7、発生主義（Accrualbasis）の原則：第16粂
8、費用収益対応の原則（Matchingprinciple）の原則：第17条
9、保守主義（ConservatlSm）の原則：第18条
10、取得原価主義（Historicalcost）の原則：第19粂
11、資本取引・損益取引区分（SeparatlOnOfrevenueexpendlture
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andcapitalexpendlture）の原則：第20粂
12、重要性（Materiallty）の原則：第21条
をそれぞれ規定している8。
第3段層会計要素（Accoun血gel去孟nts）：第3軍～蔓8革
会計要素として、認識（Recognition）、測定（Measurement）、記録
（Recordmg）、報告（Reportlng）に関する規定が、第3章から第8章にかけ
て示されている。すなわち、
1、資産（Assets）：第3章（第22条～第33条）
2、負債（LiabilitleS）：第4章（第34条～第37条）
3、所有者持分（0wnerSequity、所有者権益）：第5章（第38条～第
43条）
4、収益（Revenue、収入）：第6幸（第44粂～第46粂）
5、費用（Expenses）：第7章（第47条～第53条）
6、利益（Pro五L利潤）：第8章（第舅条～第駈粂）
以上のような構成となっている。
第4階層　財務諸表（Financialstat輿entS）：第9章
第3階層の会計要素を受けて、以下のような財務報告がなされる。ここで、
8　「12の一般原則を、さらに以下のように分類する考え方もある。すなわ
ち、
（1）会計のすべてにわたり要求される原則：第10条（客観性の原則）、
第12条（比較可能性の原則、第13条（継続性の原則）
（2）会計情報の品質を保証する原則：第11条（相関性の原則）、第14条
（適時性の原則）、第15粂（明瞭性の原則）
（3）会計要素を認識測定する原則：第16条（発生主義の原則）、第17条
（費用配分の原則）、第19条（歴史的原価の原則）、第20条（収益的支
出および資本的支出区分の原則）
（4）会計実務慣行の原則：第18粂（保守主義の原則）、第21条（重要性
の原則）
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「企業会計準則」が要求している財務諸表（財務報表）の種類がわかる。す
なわち、
1、貸借対照表（BalanceSheet、資産負債表）：第57条、第58条
2、損益計算書（Thepro五tandlossstatement、損益表）：第57条、
第59条
3、財政状態変動表（TheStatementofchangeSinhancialposit10n）
あるいはキャッシュフロー計算書（Thecash且owstatement）：
第57条、第59条
4、付表と財務諸表の注記（Supplementarystatementsandnotes）：
第57条、第64条
5、財務状況説明書（Statementof血amialafhirs）：第57条
その他、第61条では、前期当期2期比較の財諸諸表の作成を強制ではない
が要請している。第62条では、所謂「正規の簿記の原則」を要請している。
第63条では、対外投資で被投資企業の所有者持分が測％超の場合、連結財務
諸表（合併会計報表）を作成することを強制している。
以上が、4階層にわたる「企業会計準則一基本準則」のフレームワークで
ある。このフレームワークの下に、各「具体準則」がつながることになる。
（5）企業会計制度（株式会社に対して）
「企業会計制度」9の主管部門は財政部である。財政部は、2㈱年12月29日、
「企業会計制度の発行に関する通知（問干印発企業会計制度的通知）」（財務
部財会［2（X氾］25号）を発行した。その通知先は、国務院の関連部門委員会、
各省、自治区、直轄市、政令指定都市の財政庁（財政局）、新選生産建設兵
詳しくは、中央監査法人編［20の］を参照。
9　「企業会計制度」の英訳については中華人民共和国財政部制定［2（泊3］
を、和訳については、近藤［2002a］を参照。
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団となっている（近藤［2002a］）。通知先を見る限り、中国全土に対して通知
されており、「会計法」に基づく「国家の統一的な会計処理制度」を推進す
るための法規走であることが分かる。
通知文書自体は簡便に、以下の内容が数行にわたり書かれているだけであ
るが、詳細かつ膨大な添付文書「1、企業会計制度、2、企業会計制度一勘
定科目と財務諸表（会計科田口会計報表）」が、添付されている。この添付
文書の「1、企業会計制度」に当たる本文が、その後、通称「企業会計制度」
といわれる会計規定となった。中華人民共和国財政部制定［2∝沼］において
も、内容は「1、企業会計制度」に当たる本文のみである。
1）「企業会計制度の発行に関する通知」の内容
1、「企業会計制度」の制定目的は、「会計法」および「企業財務会計
報告条例」の執行を貫徹することにある。すなわち、企業会計処
理業務の規範化と会計情報の品質の高揚のためである。
2、2（氾1年1月1日から、暫定的に株式会社の範囲で執行する。
3、「企業会計制度」の執行と同時に「株式企業会計制度（粉骨有限
公司会計制度一会計科眉和会計報表）」（図表3を参照）は廃止す
る。
2）「企業会計制度」の構成と内容
「企業会計制度」（本文）と「企業会計制度一勘定科Hと財務諸表（会計
科日和会計報麦）」の二部構成となっている。
さらに「企業会計制度」（本文）は、全16車160条から構成されている。す
なわち、第一章「総則」（第一条～第十一条）、第二章「資産」（第十二条～
第六十五条）、第三幸「負債」（第六十六条～第七十八条）、第四章「所有者
持分（所有者権益）」（第七十九条～第八十三条）、第五章「収入」（第八十四
条～第九十八条）、第六章「原価および費用（戌本和費用）」（第九十九条～
第百〇五条）、第七章「利益および利益処分（利潤及利潤分配）」（第百〇六
条～第百十二条）、第八章「非貨幣性資産」（第百十三条～第百十六条）、第
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九章「外貨取引（外幣業務）」（第百十七条～第百二十条）、第十章「会計修
正（会計調整）」（第百二十一条～第百三十九条）、第十一章「偶発事象（或
有事項）」（第百四十条～第百四十六条）、第十二幸「関連当事者関係および
その取引（連関方関系及其交易）」（第百四十七粂～第百五十条）、第十三幸
「財務会計報告書（財務会計報告）」（第百五十一条～第百五十九条）、第十
四章「附則」（第百六十条）、である。
内容的には、「企業会計準則一基本準則」と「企業会計準則一具体準則」
をほぼ踏襲した規定になっている。「企業会計制度」の内容は、その後の動
向を入れ、部分的には新しくなってはいるが、図表4の法体系を見る限りで
は、二重規定となっている。会計の法体系としては、いずれ「企業会計準則」
は、「企業会計制度」に吸収され、当該「通知」が暗示するように、「企業財
務会計報告条例」のすぐ下に位置づけられるであろう。現在のところ、「企
業会計準則一具体準則」の各準則がすべて、「企業会計制度」に入っている
状態ではないので、二本立てという形態になっていると考えられる。すなわ
ち、形の上では、
「企業会計制度」第1章～第7章は、「企業会計準則一基本準則」に対応
「企業会計制度」第8章～第12章は、「企業会計準則一具体準則」に対応
「企業会計制度」第13章は、「企業会計基準一基本準則第9章」に対応
となっている。
「企業会計制度」第13章では、第1嶺条で、企業が外部に提供する財務諸
表を、以下のように規定している。すなわち、
（一）貸借対照表（資産負債表）
（二）損益計算書（利潤表）
（三）キャッシュフロー計算書（現金流量表）
（四）資産減損引当金明細表（資産減債準備明細表）
（五）利益処分計算書（利潤分配表）
（六）株主持分増減変動表（股東権益増減変動表）
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（七）セグメント報告書（分部報表）
（八）その他関連付属明細表（其他関連附表）
となっている。さらに、第115条で、財務諸表注記（会計報表附注）の内容
を指示している。また、第116条で、財務状況説明書（財務情況説明書）に
おける説明内容の必要事項を規定している。
また、「企業会計制度」（本文）に続く「企業会計制度一勘定科目と財務諸
表（会計科月和会計報表）」では、勘定科目の説明の後、上記（一）から
（七）までの財務諸表の様式を示している。また、「企業会計制度一勘定科
目と財務諸表（会計科目和会計報表）」における勘定科目の説明（会計科目
使用説明）では、勘定科眉（会計科目）をコード番号化し、その分類基準に
従って、詳細に説明している。
（6）企業会計制度（その他の企業に対して）
「企業会計制度」の実施は、2001年から暫定的に株式会社を対象に行われ
たが、さらに通用企業の範周を拡大する必要があった。
外国投資企業に対して、財政部は、2∝）1年11月29日、「〈外国投資企業の
F企業会計制度」執行に関する問題の規定〉の発行に関する財務部の通知
（関干印発《外商投資企業執行く会計制度〉有閑問題的通知）」（財務部財会
［2（泊1］62号）を発行した。通知先は、中央企業集団が加わった以外は、株
式会社の場合とほぼ同じである（近藤［2002a］）。財政部は、2（沿2年1月1日
から外国投資企業にも「企業会計制度」を適用し、それまでの「外国投資企
業会計制度」（図表3を参照）を廃止した。また、当該「通知」は、そのタ
イトルにもある「問題」について、すなわち、外国投資企業が「企業会計制
度」を執行することによる「会計方針」の変更10から生じる「問題」につい
10中国における会計方針とその変更に関する実態調査の研究には、例えば、
河崎・顔［2∝13］による中国企業3（抑社を対象とした研究がある。
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ての規定も示している。
金融保険企業に対しては、財政部は、2（泊1年11月27日、「金融企業会計制
度」の印刷発行に関する通知」（財務部財会［2（期1］49号）を発行した。外
国投資企業と同様、2α遼年1月1日から「企業会計制度」を適用している
（近藤［2002a〕）。
（7）業種別会計制度
「業種別会計制度」は、会社組織になっていない国有会社等の中国国内企
業と有限責任会社に対して適用される会計制度である。1993年に制定され、
現在も通用されている。「業種別会計制度」として、現在、以下の12の会計
制度がある（近藤［2∞2a］、中央監査法人編［20∝）］）。すなわち、
1、工業企業会計制度
2、商業流通企業会計制度
3、旅行飲食サービス企業会計制度
4、交通運輸企業会計制度
5、郵電通信企業会計制度
6、建設企業会計制度
7、不動産開発企業会計制度
8、対外経済合作企業会計制度
9、農業企業会計制度
10、民航企業会計制度
11、鉄道企業会計制度
12、保険企業会計制度
以上の各会計制度が、それぞれの業種に適用されている。
これまで検討してきた（2）～（7）の会計法規定を体系化したのが、回
表4の「中華人民共和国におけるr会計法」を頂点とする法体系（2∝）1年、
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現在）」である。1978年以降、そして1985年の「会計法」制定以降は「会計
法」を頂点として、幾度も（目まぐるしく、といっても過言でないほどに）
会計法規定の体系は変更されてきた。そのH指すところは、社会主義市場経
済下における会計制度と国際的な会計制度との調和ないし統合であろう。中
国の企業会計制度は、確かに、形式的には国際的な水準と何ら遜色ないとこ
ろまで到達しているが、さらなる改革開放を成就するために、運用面・実質
面でのキャッチアップも胚胎しつつ、今後も挑戦を続けていくことになるの
であろう。
Ⅴ　会計プロフェッションの復活と国際化
（1）中国の監査（密計）制度の形態
中国における監査（審計）制度体系は、監査主体の観点から、以下の3つ
に分類1される。すなわち、
①　政府監査（政府審計）または国家監査（国家審計）
②　内部監査（内部審計）
③　公認会計士監査（注冊会計師審計）または民間監査（民間審計）、独
立監査（独立審計）
である㌔
l　例えば、張立民・劉英釆主編［2003］のF中国監査改革と発展研究（中
国審計改革与発展研究）jにおいても、第1部「国家監査と監査理論（国
家審計与審計理論）」、第2部「公認会計士監査の品質と中国証券市場（注
冊会計師審計質量与中国証券市場）」、第3部「内部監査と監査教育および
その他（内部審計与審計教育及其他）」という政府監査、公認会計士監査、
内部監査の3分野で構成されている。審計準則体系も、政府審計、注冊会
計師審計、内部審計から構成され、審計準則も、それに対応して、政府審
計準則、注冊会計師審計準則、内部審計準則となっている（劉振華［2∝〉1］）。
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①の政府審計または国家審計は、日本の会計検査に相当し、寛務院審計署
（日本の会計検査院に当たる）が行う。予算会計制度に対する監査であり、
国や地方の各階層の政府およびその部門の財政収支、公共資金の収支連用状
況の監督検査を、監査目的としている（中央監査法人結［2000］）。
歴史的な経緯を見ると、まず、1983年9月、国務院の下に、政府監査の最
高部門である審計署が設置された。また、地方の各階層の政府においても同
様な審計署が設置され、政府審計は、全国的に回復することになった（劉擬
革［2（力1］）。
1985年8月、国務院は、「審計活動に関する暫行規定」を公布し、さらに、
1988年11月、「中華人民共和国審計条例」を公布した。1994年11月には、社
会主義市場経済の建設のため、規定や条例ではなく法律として「審計法（中
華人民共和国審計法）」を公布することによって政府審計の地位を確立し（到
振華［2（泊1】）、今日に至るのである。
②の内部審計は、審計署の指導によって各単位部門内（すなわち、一定の
組織内）に設置された監査部門が実施する。各単位、各部門の財務、収支、
経営管理活動の監督検査を目的としている（中央監査法人編［20∝）】）。
19糾年、「監査活動を全面的に展開し、監査監督体系を完全なものにし、
部門、組織内部における経済監督と管理を強化するため」（劉振華［2001］）
に、内部審計は実行されるようになった。1985年10月、審計署は、「内部審
計活動に関する若干規定」を公布し、内部審計を確立していった（劉振華
［2（氾1］）。内部審計は、一般の内部監査と同様に、外部監査である政府審計
や注冊会計師審計に比べ、独立性は相対的に低いとされるが、外部監査の品
質を高め、かつ組織全体の経済効率（特に中国の場合、不正防止）を向上さ
せるために、積極的に推進されている。
2　以降、中国的特色を際立たせるために中国に関係する監査を「審計」、
公認会計士を「注冊会計師」という原語を原則的に用いる。
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③の注冊会計師審計は、民間審計、独立審計ともいわれる。中国では、注
冊会計師が個人で、注冊会計師審計を行うことは認められていない。注冊会
計師が所属する会計師事務所3が、財政部および中国注冊会計師協会（The
ChlneSeInstltuteOfCertiAedPublicAccountants、CICPA）の監督の下で、
監査を実施する。被監査企業の会計記録や財務諸表に対して監査を行い、監
査意見（審計意見）を表明することを目的としている（中央監査法人編
［20㈲］）。以下、企業会計制度の一環である注冊会計師審計制度について検
討する。
（2）会計師事務所の復活
1949、1979年の間、会計師の制度は存在しなかった。会計師制度復活の直
接の契機はやはり、開放政策にあった。すなわち、開放政策によって外資系
企業が中国に設立されるようになると、まずその外資系企業に対する監査が
必要となったからである。
1980年12月刀自、「会計顧問処の成立に関する暫行規定（関干成立会計顧
問処的暫行規定）」が公布され、会計顧問処すなわち会計師事務所設立の法
的な根拠が与えられることになった。
会計師事務所の復活は、政治体制を超えた制度の復活でもあったが、会計
師個人からすれば、大変な試練の末の曙でもあった。ここで「中国会計の父」
と讃えられている播序倫の場合を見てみよう。1927年、中華民国の時代に、
渚序倫は上漸こ「播序倫会計師事務所」を設立し、まもなく　r論語」の「民
は居なければ立たず（民無信不立）」に因んで「立信会計師事務所」と改称
し、中国の主な都市に支所を開設していった。他方、同じ1927年に、簿記訓
3　中国での会計師事務所は、会計事務所（accoumting丘rm）に当たる。以
下、中国の会計事務所には、原則として原語のままで「会計師事務所」を
使用する。
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練コースをスタートさせたが、会計教育事業も立倍会計補習学校、立信会計
専門学校へと拡大の一途を辿っていった。またr立信会計叢書jで有名な会
計関係の文献の翻訳や編集を行う出版社も設立し、会計師業務、会計教育、
出版という3つの事業を三位一体とし、それを「立信会計事業」と称して経
営していった。しかし、中華民国政府の体制下では、会計師であるためには
国民党党員でなければならなかったこと（大島［1998］）も災いして、1949
～1979年の間の会計不在の時代は、播序備にとって大変不遇な時代であった
ことが「渚序倫回顧録」4からもよく窺われる。播序倫が、特に「文化大革命
の不愉快ないきさつについては、もう口にしたくない」（播序倫［1985i］）と
述べている言に、その思いは凝縮されている。その試練を乗り越えて、改革
開放時代の1980年にまず、上海市で「立信会計専門学校」の復活が承認され
た。さらに1981年の元旦には、中華人民共和国で「会計顧問処の成立に関す
る暫行規定」の制定後、初の会計師事務所である「上海会計師事務所」が設
立された㌔　またそれと並行して出版事業も再開され、『新編立信会計叢書』
4　播序倫［1985a～1985j］。特に播序倫［1985h，1985i］から、その苦難さ
がよく窺われる。また、井尻雄士教授の著書2冊を中国語に翻訳されてい
る上海財経大学の婁爾行教授（1915年生）の「私の歩んだ道」からも、婁
爾行教授が、日中戦争や文化大革命（11年にも及ぶ肉体労働を強いられた）
という筆舌に尽くし難い困難を乗り越えて、中国会計研究に打ち込み、今
日の中国会計の隆盛に貢献したという、この動乱の時代を生き抜いてきた
学者の事例を知ることができる（婁爾行［1998］）。
ら　中国における一般の教科書や、播序倫の回顧録（渚序倫［1985j］）、中
央監査法人編［2㈱］、李文忠【1997］等ほとんどすべての文献において、
「上海会計師事務所」が中国における復活第1号の会計師事務所としてい
る。1980年12月23日に「会計顧問処の成立に関する暫行規定（関干成立会
計顧問処的暫行規定）」が財政部から公布されたことを起点とすれば、そ
の規定公布後初めての会計師事務所であるという意味で、1981年1月1日
「上海会計師事務所」の設立は中国第1号の会計師事務所で間違いない。
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等が出版されるようになった。中国共産党の指導下で、新しい形態の「三位
一体の立信会計事業」が復活したのである。現在、会計教育事業も大学を併
設するまで発展している。
会計師事務所の設立状況を見てみると、1980年の「甘粛会計師事務所」（9
月）に引き続き、1980年12月の「会計顧問処の成立に関する暫行規定」の公
布後、1981年に上記の「上海会計師事務所」（1月）、「広州会計師事務所」
（2月）、「南京会計師事務所」（4月）、「新薗会計師事務所」（8月）、「昆明
会計師事務所」（10月）、「中信会計師事務所」（10月）、「北京会計師事務所」
（11月）が設立された。1986年までに全国で86の会計師事務所が設立された
（劉蜂［2（X氾］）。
（3）公認会計士監査（注冊会計師審計）の発展とその国際化
上記の1980年12月の「会計顧問処の成立に関する暫行規定（関干成立会計
顧問処的暫行裁定）」の公布に続き、1986年7月3日、国務院は、「注冊会計
師条例（中華人民共和国注冊会計師条例）」（中国会計学会編［1986］）を公
布した。中華人民共和国にとっては、最初の注冊会計師に関する法規定であ
った。
「注冊会計師条例」は、全6章30条で構成されている。すなわち、第一章
「総則」（第一粂～第五条）、第二章「試験と登録（考試和注冊）」（第六条～
第十条）、第三章「業務範囲」（第十一条～第十四条）、第四車「職業道徳紀
律（工作規則）」（第十五条～第二十一条）、第五章「会計事務所（会計師事
しかしながら当該規定公布以前の1980年9月1日に、「甘粛会計師事務所」
が設立されているので、事実上の会計師事務所の設立という観点からは
「甘粛会計師事務所」が中国における第1号の会計師事務所ということに
なる（劉峰［2（X沿］）。また、上記の播序倫の回顧録では「上海市会計師事
務所」とあるが、他の資料ではすべて「上海会計師事務所」となっている
ので、後者の表記に従った。
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務所）」（第二十二条一第二十八粂）、第六章「附則」（第二十九条～第三十条）、
である。
「注冊会計師条例」は、注冊会計師の資格、業務の範囲、職業倫理、罰則、
会計師事務所に関する諸規則等について、明確にしている。それらを条文で
見ると以下のようになっている。すなわち、「注冊会計師条例」は、「会計法」
に基づいて制定された条例である（第1条）。往冊会計師は、国家によって
認められ、会計帳簿と証憑の検査（会計査帳験証）と会計諮問業務を実行す
る人材である（第2条）。注冊会計師の業務は、会計師事務所に参加して行
うことができる（第3条）。注冊会計師の業務範囲は、会計帳簿・財務諸表
その他の財務資料の監査、資本の検証（験証企業的投入資本）、破産清算等
である（第11条）。また、注冊会計師は業務を実行する場合、法律、行政法
を遵守し、関係ある協議、契約、定款を根拠としなければならない（第15条）
とし、さらに、公正、客観、事実追求という原則を厳守し、提出する報告書
の内容の正確性、合法性に責任を負う　悌16粂）としている。この「条例」
の公布は、中国における会計プロフェッションの発展に大いに寄与し、中国
注冊会計師業は創業段階に入ることになった。その後の2年間で、注冊会計
師は3，㈱0人近くになり、会計師事務所も約250を数えるに至ったのである
（劉振華［2（沿1］）。
1988年、中国注冊会計師協会（CICPA）6が北京で設立され、また、各地方
にも地方の会計師協会が設立されていった。中華民国の中国大陸時代にも、
会計師協会（合計師公舎）が各地で設立されていた（大島［1998］）が、こ
こに約40年の中断を経て会計師協会の復活となったのである。注冊会計師協
5　中国注冊合計師協含（このように正式には、繁体字で表示されている）
のホームページ（HP）は、http：／／www．cicpa．org．cnである。このホーム
ページを通して、中国の会計プロフェッションに関する最新の情報が得ら
れる。
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会は、中央においては財政部と審計部、地方においては各地方政府の財政部
門と審計部門の監督指導下には入っているが、注冊会計師協会が設立された
ということは、注冊会計師が、政府部門における直接管理から、注冊会計師
協会を経由する間接管理に移行したことを意味し（劉［2001］）、すべてを中
国共産党が統治するという中国社会においては、極めて異例ともいえる認可
であった。まさに、注冊会計師協会の設立は、中国注冊会計師業が、国際的
な慣行に踏み出す重要な第一歩と捉えることができる（劉［2（粕1］）。
1991年、財政部から、「注冊会計師全国統一考武弁法」7が公布され、注冊
会計師の全国統一資格試験（注冊会計師全国統一考試）8が始まった。
7　「注冊会計師全国統一者試弁法」の最新版である2001年8月1日公布の
条文は、中国注冊会計師協会の前掲のホームページにて読むことができる。
3　最近の注冊会計師全国統一者武は、以下のようになっている。すなわち、
1、試験科目（考試科目）は、会計、監査（審計）、財務原価管理（財務
成本管理）、経済法、税法、の5科目である。
2、実施期日は、例えば、2∝略年度の場合、9月17日午後2：帥－5：佃
（180分）監査、9月18日午前9：㈲－11：30（150分）税法、午後2：
伸一5：30（210分）会計、9月19日午前9：同一11：30（150分）経済
法、午後2：∞－5：㈱（180分）財務原価管理、となっている。
3、合格の状況は、例えば、2002年の場合、志願者数は、37．4万人、科目
別志願者延べ合計数は、69．8万人。5科目の平均受験率は、岨29％。
各科目別合格者と合格率は以下のようになっている。会計：22，221人、
10・89％、監査：26，4（泊人、33．篭％、財務原価管理：10，233人、9．封％、
経済法：47，別2人、32．鵬％、税法：18，272人、11．65％、その内5科目
全科目同時合格者は91人となっている。
出所：中国注冊合計師協会、http：／／www．cicpa．org．cn
それにしても5科白全科目同時合格者91人から見て、殆どの受験者は科
目合格を積み上げて合格を達成していると推測される。また、受験者は、
中国国内からだけではなく、台湾その他の地域からもある。例えば、台湾
でも、この中国注冊会計師考講の受験に大変熱心で、受験指導専門学校も
いくつかあり、また参考書も市販されている。
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1993年10月、国家主席令として江沢民国家主席によって、「中華人民共和
国注冊会計師法（注冊会計師法と略称）」gが公布された。この法律を公布し
た背景には、1992年9月から始まった社会主義市場経済体制の建設があり、
また、中国の注冊会計師および会計師業務は、国際的にも通用する水準であ
ることを表明する必要性があったからとされる。
「注冊会計師法」は、全7章46条から構成されている。1986年の「中華人
民共和国注冊会計師条例」と比較して内容は1章と16粂分増加しているが、
構成はほぼ「中華人民共和国注冊会計師条例」に準拠している。総則、注冊
会計師の資格の取得、業務範囲、職業規則、会計師事務所の設立および責任、
注冊会計師協会、法律責任について規定している。
1996年6月5日、中国注冊会計師協会（CICPA）は、「注冊会計師法」お
9　注冊会計師の申請条件（2（粕2年の時点）は、以下のようになっている。
すなわち、
以下の書類を、省、自治区、直轄市の注冊会計師協会に申請し登録（注冊）
すれば、注冊会計師（CPA）になれる。
1、「中華人民共和国注冊会計師登録申請書」
2、注冊会計師全国統一試験の全科目合格証
3、身分、学歴、経歴、専門技術職名証明
4、2年以上会計師（監査）事務所の就業証明と評価
5、関与した監査業務の控えを2部以上（原本とコピー）
出所：中因注冊合計師協骨、http：／／www．cicpa．org．cn
以上より通常の場合、要件として、注冊会計師全国統一試験に合格し、2
年以上の監査業務の実務経験を積んだ後、上記の書類を揃えて申請し、審
査の後、合格となれば、晴れて注冊会計師ということになる。かつて、中
華民国時代の1927年に制定された「合計師註冊幸程」および「合計師覆慶
事程」では、合計師の資格条件の中に国民党党員であることを設けていた
（大島［1998］）が、上記のように、注冊会計師の資格条件には中国共産
党党員であることというような条件（国際化を買指しているので当然のこ
とではあるが）はない。
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よび「審計法」に基づいて「中国注冊会計師協会章程」（中囲注冊合計師協
含http：／／www．cicpa．org．cn）を定めた。
海外の会計事務所にも門戸を開き、中外合弁会計士事務所（中外合作会計
師事務所）の設立を許可したことによって、世界の大規模会計事務所がこぞ
って中国に進出することとなった。
1997年、中国注冊会計師協会（CICPA）は、国際会計士連盟（hternatlOnal
FederationofAccountants，IFAC）に加盟し、名実共に国際社会において認
められた協会となったのである。
（4）中国会計プロフェッションの現状と今後
1993年10月の「注冊会計師法」が公布された時点では、注冊会計師数は
10，773人、会計師事務所数が6時余り、会計師事務所に勤務する者が21，（X氾
人余りとされていた㌔
ところが、1998年末になると、注冊会計師が12万人余り（内、会計士業務
を行っていいない注冊会計師が約6万人）となっており、5年前の「注冊会
10　劉振華［2∝Il］。なお、専門職業（専門系列）で見ると、会計担当者（会
計人員）の職位（敬称）は、高級会計師、会計師、助理会計師、会計員と
なっている。因みに大学の場合は、専門系列が高等学校教師であり、敬称
は、教授、副教授、講師、助教となっている。さらに教授は、博士号を出
せる資格があるかどうかが重要なポイントとなり、その有資格者には「博
士生導師」が与えられる。すなわち、00大学教授、博士、博士生導師と
紹介される。その中で博士生導師は人数が限られており最も権威がある。
当然、日本のように、博士号がなくても、博士生導師を与えられている教
授も多く、年齢の高い教授は、殆がその例に当たる。例えば、中国3大会
計専門誌の1つである　r財会通訊jでは学術顧問は5人おられるが、すな
わち、葛家謝（展門大学）、余緒櫻（展門大学）、都道揚（中南財経政法大
学）、王松年（上海財経大学）、超純均（清華大学）の5教授であるが、全
員がその例である。
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計師法」が公布された時点の1万余人と比較して、飛躍的に増加している。
すなわち、1年毎に2万人強が増加したことになるが、上記の脚注8の注冊
会計師全国統一考武の合格者数を見ると、科目別合格者数がそれぞれ2万人
前後あるので、毎年2万人前後が注冊会計師全国統一者武に合格していると
推測され、数字的には符合する。
2（泊1年2月に行われた日本公認会計士協会の「中国注冊会計師協含訪問
（報告）」（荻原［2α）1］）を見ると、注冊会計師数が約13万5千人（内、会
計士業務を行っているのは約6万人）、会計師事務所教は、約4，8の（所属会
計師が60人以上の事務所が12、40人以上の事務所が67）と報告されている。
ほぼ同時期に行われた調査によれば、世界の公認会計士（CPA〉あるいは勅
許会計士（CA）の国別順位では、中国の注冊会計師数は12万9千人とされ、
アメリカ、イギリスに次いで、世界第3位となっている11。
11　なお、世界の会計士数（国際会計士協会IFAC会員の登録構成員数）を
見ると、2（沿1年現在で、以下のようになっている。
国　　　人口（百万人）　　　IFAC会員　　　　　構成員数（概算、単位千人）
オーストラリア19　オーストラリア公認実務会計士協会（CPAAustralia）　　Ⅸ）
オーストラリア勅許会計士協会（ICAA）
カナダ　　　　　31カナダ勅許会計士協会（CICA）
カナダ公認一般会計士協会（CGA－Canada）
カナダ管理会計協会（CMA－Canada）
中国　　　　1250　中国注冊会計師協会（CICPA）
フランス　　　　59　フランス公認会計士協会（OEC）
フランス公認監査士協会（CNCC）
ドイツ　　　　　紀　ドイツ公認会計士協会（IdW）
ドイツ公認監査士協会（WPK）
インド　　　　998　インド勅許会計士協会（ICAI）
El本　　　　127　　日本公認会計士協会（JICPA）
韓図　　　　　　47　韓国公認会計士協会（KICPA）
オランダ　　　16　オランダ王立会計士協会（RoyalNIVRA）
ニュージーランド4　ニュージーランド勅会計士協会（ICANZ）
シンガポール　　3　シンガポール公認会計士協会（ICPAS）
30
66
29
31
129
16
16
10
12
銚）
13
4
13
26
14
英国／アイルランド59／4　イングランド・ウェー）レズ勅許会計士協会（ICAEW）116
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2（氾1年に、中国は、中国の会計学のメッカともいうべき北京、上海、度門
で国家会計学院を開校させ、会計プロフェッションの充実と国際化をさらに
進めた。当時の因務院給理朱鉢基は北京国家会計学院12の視察に際して、そ
の設立日的を以下のように述べている一㌔すなわち、
1、国家会計学院は、江沢民総書記の会計師30万人育成計画の重要な柱で
あること
2、回家会計学院で職業道徳と高い業務資質を備えた会計師を育成するこ
とは、社会主義経済発展の基礎であり、現代化建設の基本計画であるこ
と
さらに、国家会計学院の役割について、以下のように述べている。すなわ
ち、
1、現在、経済活動の深刻な問題は、会計師事務所による不正な帳簿記入
スコットランド勅許会計士協会（ICAS）
アイルランド勅許会計士協会（iCAl）
勅許公認会計士協会（ACCA）
勅許管理会計士協会（CIMA）
勅許公共財務会計協会（CIPFA）
アメリカ　　　273　アメリカ公認会計士協会（AICPA）
管理会計士協会（IMA）
????
出所：Parker，B．［2（氾1］
一国に2つ以上の会計士協会がある場合は、一人のCPAあるいはCA
が複数の会計士協会に所属していることも考えられるので、国別で会計士
協会の構成会計士を合計すると複数カウントになり、正確な人数とはいえ
ないであろう。英国については、地域別のICAEW、ICAS、ICAIの合計
とした。140千人となり、世界第2位とした。
は　北京国家会計学院は、北京国際空港の近くあり、約13万がの敷地を有し、
約1，4（泊人の宿泊が可能な大規模な研修センターである、と報告されてい
る（荻原［2001］）。
L）　r人民網日本語版j http：／／j．peopledaily．com．cn（2001年10月30日）
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と虚偽の財務報告であり、多くの経済犯罪や腐敗行為は、こうした会計
師事務所職員の行為と切り離すことはできない。以上の問題の解決には、
法律と管理の強化と同時に、会計担当者、特に注冊会計師の強化育成が
不可欠であること
2、国有企業改革の成功のためには、経営管理、特に財務管理の酎ヒが必
要である。したがって、すべての国有大中規模企業および金融機関の財
務主管は、国家会計学院で実習を受け、基準を満たした者だけが業務に
従事できるようにする必要があること
以上から、社会主義経済発展のためのインフラとして、会計環境を整え、
具体的には、経済犯罪と腐敗行為の防止し、固有企業と金融機関の財務を効
率的に運用することが重要であるということを強調していることが分かる。
その目的に国家会計学院を役立てようというものである。30万人の注冊会計
師養成計画は、注冊会計師年2万人の誕生のペースでいけば、10年足らずで
達成されることになる。10年後、中国は、公認会計士数でアメリカに肉薄す
るか、あるいはアメリカを追い越して世界一の公認会計士図になっているで
あろう1㌔
（5）中国注冊会計師独立審計準則
1）中国注冊会計師独立審計準則の公布・実施経過
1994年6月、中国注冊会計師協会（CICPA）は独立監査準則の制定チーム
（独立審計準則組）を組織し、「独立審計準則（中国注冊会計師独立審計準
14　国際会計基準審議会（IASB）理事のアジアの椅子は1つであり、現在は
日本の山田辰巳氏がその職にある。2（X姫年が任期満了であるが、その後任
を日本がそのまま引き継ぐことができるか否かは微妙とされている（r日
本経済新開」2（氾3年6月11日）。現在でも中国は日本の約10倍の公認会計
士数を有していること、国家会計学院等を設立するなど、会計教育に力を
注いでいること等を考慮すれば、確かに日本の地位は危ういといえる。
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則）」（中国注冊会計師協会編［2∝迫］）の起草作業を開始した15。独立審計準
則の制定チームは、注冊会計師協会（CICPA）、会計師事務所、研究所およ
び大学等からの専門家で組織されていた。「独立審計準則」は、中国注冊会
計師協会（CICPA）の責任の下で起草され、財政部の批准を経て公布される。
順次現在（2∝）3年末）に至るまで、以下のように公布・実施されてきた。
第1回：19！朽年1月1日
「中国注冊会計師独立審計準則序言」
「独立審計基本準則」
「独立審計具体準則」第1号～第7号
「独立審計実務公告」第1号
第2回：1997年1月1日
「独立審計具体準則」第8号～第15号
「独立審計実務公告」第2号、第4号
第3回：1999年7月1日
「独立審計具体準則」第16号～第別号
「独立審計実務公告」第5号一第6号
第4回：2（泊1年7月1日
「独立審計具体準則」第25号
「独立審計実務公告」第7号～第8号
第5回：2（氾2年7月1日
「独立審計具体準則」第26号一第27号
「独立審計実務公告」第9号～第10号
15　「中回公認会計士独立監査準則序言（中国注冊会計師独立審計準則序
言）」「独立審計基本準則」「独立審計具体準則（第別号まで）と独立審計
実務公告（第6号まで）」の和訳については、中央監査法人領［2∝氾】を
参考にしている。
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第6回：2∝遣年7月1日
「独立審計具体準則」第28号
以上、2∝〉3年末までに、「中国注冊会計師独立審計準則序言」、「独立審計
基本準則」、おの「独立審計具体準則」、10の「独立審計実務公告」が揃うこ
ととなった。
2）「独立審計準則」の構成
「独立審計準則」の第1回目の公布実施に際して「中国注冊会計師独立審
計準則序言」が、中国注冊会計師協会（CICPA）の責任の下で同時に添付公
表された。当該「序言」は、「独立審計準則」に関する、①制定根拠と目標、
②体系、③拘束力、④通用範囲、⑤制定と諮問の組織、⑥公布と改正プロセ
ス、という6項目に亘って説明している。「序言」二の2に拠れば、「独立審
計準則」は、以下の三階層で構成されている。すなわち、
第1階層：独立審計基本準則
第2階層：独立審計具体準則と独立審計実務公告
第3階層：業務執行規範指針（執業規範指南）
である。
第1階層：独立審計基本準則の内容 ＝］
「独立審計基本準則」は、全5章25条で構成されている。日本の場合、
1991年に国際的調和の必要性から「監査基準」「監査実施準則」「監査報告準
則」を改正したが（吉田【2（氾1】）、中国においても「独立審計基本準則」を
「一般準則」「外勤準則」「報告準則」の3部構成とし、その内容も国際的な
慣例と一致させている。すなわち、
第一章「総則」（第一粂～第三条）
第1条：制定日的（注冊会計師が独立審計業務を実施し、業務の品質
を保証し、職業責任を明確にすること）と制定根拠（「注冊
会計師法」に基づくこと）
第2条：独立審計の意味（注冊会計師が法に基づき委託を受け、被監
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査単位の財務諸表および関係資料を独立審計し、併せて監査
意見〔審計意見〕を表明すること）
第3条：独立審計の目的としての監査意見表明（発表審計意見）に際
しての「独立審計準則」の適用
第二章「一般準則」（第四条一第九条）：日本の「監査基準」にほぼ対応
第4粂：独立監査の（独立審計）の目的
第5粂：注冊会計師の専門能力の要求
第6条：注冊会計師の職業道徳規範遵守の要求
第7章：注冊会計師の守秘義務（保蛮）の要求
第8章：注冊会計師の監査責任（審計責任）
第9幸：注冊会計師の監査意見（審計意見）
第三幸「外勤準則」16（第十条～第十九条）：日本の「監査実施準則」にほほ
対応
第10粂：委託の引受け、業務契約書の締結（接受委託、答訂審計業務
約定書）
第11条：監査計画（審計計画）
第12粂：内部統制の研究、評価とマネジメントレターの捷出（研究
和評価内部控制、出鼻管理建議書）
第13条：就査（審計抽様）
第14条：十分かつ適切な監査証拠（十分、適当的審計証拠）
第15粂：監査詞書（審計工作底稿）
第16条：監査補助者と専門家の業務の利用（業務助埋人員和寺家協助
工作）
ー6　「外勤」は、日本語の外勤と類似はしている。中国では特に、（軍や機
関・企業等の）外勤、外回りのことをいう。または外勤をする人をいう
（北京・商務印書館／小学館【2（氾3］）。
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第17粂：重要事項に対する注意、必要ならば監査報告書に記載（重要
事項予以関注、必要時、応在審計報告中予反映）
第18条：電子データの処理とコンピュータによる補助監査（電子数拠
処理、利用計算機補助審計）
第19粂：監査の重要性とリスクに対する考慮（考慮審計重要性与審計
風険）
第四章「報告準則」（第二十条～第二十三条）：日本の「監査報告準則」とほ
ぼ対応
第20粂：監査報告書の捷出（出具審計報告）
第21粂：監査報告書への重要な監査手続事項の説明の記載（審計報告
応当説明主要審計程序等事項）
第22条：監査報告書意見区分の内容（審計報告応当説明法規規定和重
大方面和会計処理等）
第23粂：監査意見の種類（四毯意見類型的審計報告）
前面：独立料癖画とノ独立審静業務公告の内容
「独立審計具体準則」は、注冊会計師が「独立審計基本準則」基づいて、
一般の監査業務を実施し、監査報告書を作成する場合の具体的規範である
（「序言」二の2．2）。「具体準則」に含まれている事項は、国際的な監査基
準と比較しても遜色なく、国際的な視野を入れて「具体準則」が制定されて
いると判断される。2003年末現在、28号まで施行されている占すなわち、
第1号「財務諸表監査（会計報表審計）」、第2号「監査業務契約（審計業
務約定書）」、第3号「監査計画（審計計画）」、第4号「試査（審計抽様）」、
第5号「監査証拠（審計証拠）」、第6号「監査詞書（審計工作底稿）」、第7
号「監査報告書（審計報告）」、第8号「誤謬と不正（錯誤与舞弊）」、第9号
「内部統制と監査リスク（内部控制与審計風険）」、第10号「監査における重
要性（審計重要性）」、第11号「分析的手続き（分析性復核）」、第12号「専門
家の業務の利用（利用尊家的工作）」、第13号「他の注冊会計師の業務の利用
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（利用其他注冊会計師的工作）」、第14号「期首開始残高（期初余額）」、第15
号「後発事象（期後事項）」、第16号「関連当事者とその取引（関聯方及其交
易）」、第17号「継続経営（持続経営）」、第18号「違法行為（違反法規行為）」、
第19号「監査済財務諸表と共に開示するその他の情報（与己審計会計報表一
同披露的其他店息）」、第20号「EDP環境下における監査（計算機信息系統
環境下的審計）」、第21号「被監査企業の状態調査（了解被審計単位情況）」、
第22号「内部監査の利用（考慮内部審計工作）」、第23号「管理当局の陳述
（管理当局声明）」、第別号「管理当局との意見（与管理当局的清適）」、第25
号「会計評価（会計佑計）」、第26号「実地棚卸（存貨鑑盤）」、第27号「確認
（函証）」、第3号「後任注冊会計師と前任往冊会計師との連絡（前後任注冊
会計師的落通）」
である。
「独立審計具体準則」は、一般的な個別事項について規定しているのに対
し、「独立審計実務公告」は、注冊会計師が特殊業務、特殊目的、特殊な性
質の監査業務を実施し、監査報告書を作成する場合の具体的規範である（「序
言」二の2．2）。2∝侶年末現在、10号まで実施されている。すなわち、
第1号「資本検証（験資）」17、第2号「マネジメント・レター（管理建議
書）」、第3号「小規模企業監査に対する特別な考慮（小規模企業審計的特殊
考慮）」、第4号「利益予測情報の監査（盈利預測審核）」、第5号「連結財務
諸表監査に対する特別な考慮（合併会計報表審計的特殊考慮）」、第6号「特
殊E的の監査報告書（特殊日的業務審計報告）」、第7号「商業銀行財務諸表
監査（商業銀行会計報表審計）」、第8号「銀行間確認プロセス（銀行間函証
程序）」、第9号「財務情報に対する合意実施プロセス（対財務信息執行商定
程序）」、第10号「財務諸表のチェック（会計報表審問）」
17　謝少敏［2（朕）】は、資本検証（capitdver近cat10n、験資）を中国特有の
公認会計士業務として詳述している。
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である。
以上、一般的な監査業務の事項と特殊問題に対する事項の違いはあるが、
第2階層は、注冊会計師が独立審計、すなわち、監査業務を実施し、監査報
告書を作成する場合の具体的な規定となっている。
‾　‾　‾‾－　－‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾‾　‾－‾‾‾‾‾‾‾‾‾－‾‾　‾　－‾・．‾‾’‾－－‾‾＋　ll
．第3層÷業務執行規準指針（執業規範指南）呼容　　日、＿＿　　」
注冊会計師が、実際に独立審計を実施する場合のガイドラインになってい
る。マニュアルといってもよいほど極めて説明的に記述されている。具体的
な表や説明文書の雛形も各所に示されている。現在、第5号まで公表されて
いるが、記述量的には、第1階層と第2階層を集めた以上の量がある。第5
号まですべて試行の段階となっているが、r独立審計準則集jには入ってい
るので、指針としての機能は十分あると考えられる。公表されているのは、
以下の5号である。すなわち、
第1号「年度財務諸表監査（年度会計報表審計）」、第2号「調査調書（審
計工作底稿）」、第3号「資本検証（験資）」、第4号「小規模企業監査（小規
模企業審計）」、第5号「監査報告書（審計報告）」
である。
以上のように、中国における監査基準である「中国注冊会計師独立審計準
則」は、それが「中国人民共和国注冊会計師法」に基づく規定であるという
成立基盤を除けば、国際的にも全く引けを取らない形式を具備するに至って
いる。
Ⅵ　おわりに（まとめと今後の課題）
（1）まとめ
本稿は、そのタイトルを「中国における企業会計制度の復活と発展」とし、
サブタイトルを「改革開放時代の企業会計制度」とした。国民革命期の企業
会計制度は、台湾の中華民国政府に受け継がれていった。他方、中華人民共
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和国の企業会計制度は、社会主義革命を機に、国民革命期の企業会計制度と
は決別し、計画経済下の企業会計、すなわち責任会計制度を中核とした「一
国一企業」の会計制度の道を辿った。この構図の下で、まず、中国の改革開
放時代の企業会計制度を、国民革命期の企業会計制度の復活と捉え、その復
活の内容の探索を試みた。次に、改革開放時代の企業会計制度の発展を、会
計制度の国際化の中で、国際的にも通用する会計技法の導入（移転）過程と
捉え、そのプロセスの検証を試みた。
改革開放時代の企業会計制度では、郷鎮企業、外資系企業、個人・私営企
業という非国営企業（1992年以降、非国有企業）の相対的割合が逓増するに
従い、資本主義的な企業会計制度が、国全体の会計制度として相対的重要性
を高めていくことになった。この現象すべてを、国民革命期の企業会計制度
の復活と捉えることには、異論があるところであろう。時代が異なるが故に、
様相を異にするのは当然である。しかし、基本法である「会計法」を例にと
っても、中華民国の大陸時代には、末期ではあるが1948年に「商業合計法」
の制定があった。基本となる「会計法」を頂点とする企業会計制度の法体系
は、何故か台湾のそれと類似しているのである。
会計プロフェッションの場合や会計学会の場合については、国民革命期の
企業会計制度の復活色を、かなり濃く出しているといえる。改革開放時代と
はいっても、国家体制が異なるので、そのまま国民革命期の企業会計制度の
復活ではないが、「中国会計の父」と誘えられる播序倫の「立倍会計師事務
所」の事例等は、現体制の下での最大限の復活劇と見ることができよう。ま
た、中国会計学会の設立は、改革開放時代における「近代会計制度の再スタ
ート」に理論面からサポートすることになったが、学会構成員の中心となっ
た学者は、貰民革命期において会計研究を経験した学者であった。すなわち、
非明示的ではあったが、国民革命期の会計学の復活がそこにあったのである。
株式会社が現実に存在しているのも拘らず、株式会社のための中央政府で
の法規定が、なかなか制定されなかったり、「証券取引法」ではなく「証券
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法」であったり、しかもその制定についても、やはり実際に証券取引所がで
きてから、かなり後になっての制定であったりと、大幅なタイミングの乗雛
が見られた。これらのタイミングの希礫の幅が大きくなればなるほど、現実
とイデロギーとの葛藤がそれだけ深いものであったことが窺われる。株式会
社の法規定についてはさらに探求しなければならないが、ここでは企業会計
制度に範囲を限定しているので、これ以上は言及せず、次の機会に譲ること
とする。
さらに、時間的には2（Xカ年に制定され2∞1年から施行されている「企業財
務報告条例」等を見ると、国際的な会計基準に大きく影響されていることが
分かる。国際化の時代では、国民革命期の企業会計制度の復活という影は、
その国際化の光の中に吸収されていったと見ることが安当であろう。
改革開放時代の企業会計制度を、国民革命期の企業会計制度の復活として
取り上げてきた研究には、いまのところ遭遇してはいない。改革開放時代の
企業会計制度の改革は、政治上の革命のような過激な現象ではないが、絶え
間のない継続的な改革現象ではある。また、その改革開放の政策の中に、過
去の蓄積としての国民革命期の企業会計制度が、形を変えて復活してきたと
見ることによって、中国企業会計制度の、断絶の後の継受という道筋が、1
つ浮き上がってくるのである。それが計画経済下の所謂「一国一企業」の責
任会計制度を基盤としてきた太い道筋と融合して、改革開放時代における企
業会計制度の中国的特色を形成してきたと解釈されるのである。
それを「一国一企業」の責任会計制度の側から見れば、管理会計の財務会
計化へのプロセスとして捉えられることになる。すなわち、従来中国の会計
制度は、「一国一企業」の会計制度＝責任会計制度として生成発展してきたが、
改革開放時代では、国民経済に占める国営企業・国有企業の逓減化に伴い、
その枠組みは相対的に解消の道を辿っていった。それに代わって財務会計制
度を中心とする企業会計制度が制度として整備されていったが、その急速な
制度整備はそれまでの責任会計制度が存在していればこそ可能であった。す
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なわち、企業財務会計制度は、管理会計の財務会計化によって実現されたと
いえるのである。
次に、企業会計制度の発展という面から見れば、特に会計制度の国際化お
よび調和化が問題となる現代においては、国際的な会計制度・技法を、中国
も進んで自らの企業会計制度の中に織り込む努力のプロセスとして捉えられ
る。すなわち、中国国内の企業会計制度を、資本主義先進諸国における会計
制度へのキャッチアップーとして、企業会計制度の発展を捉えることになる。
そしてそのキャッチアップが、内容および実質はともかくも、形式的には実
に迅速であるといえる。
開放政策という外資導入政策は、必然的に、会計技法の移転を呼び込むこ
とになる。資本の移動と共に会計技法が移転してくるのである。外資系企業
l　会計制度での「キャッチアップ」という用語は一般的ではないが、開発
経済学やアジア経済学の分野では一般化した用語といえる。例えば「キ
ャッチアップ塑工業化」（未廣［2（XX）］）では、その共通する特徴として次
の2点を挙げている。すなわち、①後発であるが故に、先発工業国がすで
に開発し使用しているさまざまな技術や知識の体系を利用できる優位性を
もつ、②後発であるが故に、工業製品はその大半を輸入から始めなければ
ならない、という2点である。さらにその2点を遂行するために、国内の
経済諸資源を効率的に配分し、あるいは集中的に管理するかが大きな課題
となるとしている。会計制度のキャッチアップを考える場合、この「工業
化」を「会計制度」あるいは「会計基準」に置き換えると、「会計制度・
技法のキャッチアップ」という場面での要請が理解可能となる。すなわち、
「会計制度・技法のキャッチアップ」を成功させるためには、一般に開発
独裁といわれる政府主導による強力な政策遂行が必要となるのである。ま
た、こうした「会計制度・技法のキャッチアップ」は、管理会計の面でも
見られた。本論文の第2章において中国の管理会計実践における中国的特
色を形成する基本的要素の第1として「政府の誘導性」を検討したが、改
革開放の時代にあっては国有企業経営における管理会計のキャッチアップ
という意味も十分考えられる。
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の会計規定にそれがよく現われていた。そして、それらの規定は、外資系企
業の会計規定だけでは止まらなかった。次第に国内企業の会計規定へと浸透
していき、中国の企業会計制度に占めるその適用範囲を拡大していった。円
滑なる資本移転のためのインフラとして、会計技法の移転が必須の要素であ
ることが、中国における企業会計制度国際化のプロセスからも判明したので
ある。具体的には、1985年以降、「会計法」という法律を頂点とした企業会
計制度を構築し、内容的には国際的水準というには問題があるとしながらも、
形式にはともかくも国際的な水準といえるほどの会計制度を迅速にキャッチ
アップし作り上げてきたのである。
（2）中国企業会計制度の特質の抽出
以上、中国の改革開放時代における企業会計制度の復活と発展の検討から、
中国企業会計制度の特質として、以下の3つの特質が抽出されるのではない
だろうか。すなわち、
1）会計制度・技法のキャッチアップの迅速性
2）アカウンタピリティ概念の欠如
3）管理会計の財務会計化
という3点である。以下、それらについて検討してみよう。
1）会計制度・技法のキャッチアップの迅速性
本稿の検討から、例えば中国国内の会計基準の資本主義先進諸国における
会計基準へのキャッチアップが、内容および実質はともかくも形式的には実
に迅速である、ということが判明している。
こうした「会計制度・技法のキャッチアップの迅速性（sw血leSSincatch－
upofaccountlngSyStemSandtechniques）」をもたらす原因はどこにあるの
であろうか。資本主義先進諸国の会計（具体的には、アングロサクソン諸国
の会計制度）を典型として、アジア諸国もその典型へのキャッチアップを目
指している。この場合、会計だけが単独でキャッチアップしているのではな
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く、経済的に資本主義先進国に追いつくという開発主義イデオロギーに基づ
く経済政策さらには国家政策の一環として会計政策があったと見ることがで
きる。韓国の朴政権、台湾の国民党政権はその典型であり、改革開放時代の
中華人民共和国の政権もその体制をとった。すなわち、改革開放時代の「会
計制度・技法のキャッチアップの迅速性」は、所謂「開発独裁」2の一環とし
て理解されるのである。
欧米で花を咲かせた資本主義の種は、アジア諸国にも蒔かれていったが、
欧米と同じプロセスを辿ったのでは花はいつまでたっても咲かない。アジア
という風土にはアジアという風土に合った咲かせ方があった。有能なエリー
トは政府に集まり、逆に民間にはそれがなかった。政府にあって有能なエリ
2　政府企業関係の比較制度分析の観点から、政府の形態として一般に大き
く3つのタイプに分類される。すなわち、
①　権威主義塑政府：三権および行政府の各部局が「最高権力」に支配さ
れている強力な政府形態。東アジアの国々で見られる。
②　関係依存型政府：三権分立の程度が低くいが、相互のチェックアンド
バランス機能によって独占的な政治支配が排除されている政府形態。日
本の場合とされる。
③　ルール依存型政府：三権分立の程度が高く、行政よりも立法の果たす
役割が大きい。アメリカの政府形態として理解されている（奥野〔藤原〕
・関口［1996］）。
「開発独裁（developmentaldlCtatOrShip）」とは、上記の①についての
政治経済体制について、一般的に使われている用語であり、「開発体制」
とも呼ばれる。未廣［2∝氾］では、東アジアのみならず、東・東南アジア
諸国の開発体制として、台湾、韓国の他に、シンガポール、フィリピン、
インドネシア、マレーシア、タイ、ベトナム、ミャンマーを挙げている。
以上から中国を開発独裁体制として捉えるか否かは議論のあるところであ
ろう。本稿では、例えば、郵小平の先富論も開発主義イデオロギーの一種
と考え、資本主義体制下ではなく、社会主義体制下ではあるが、社会主義
市場経済体制は、実質上開発独裁体制と捉えている。
－107－
（181）
ートは経済テクノラートとして、限られた資源を最適配分し、外資を十分に
導入して、経済を発展させる政策すなわち「開発独裁」をとった。それが国
家としての中心的目標であった。社会主義をとった中華人民共和国は出遅れ
たが、改革開放政策として、実質的に開発独裁の政策を導入していった。そ
してこの開発独裁を具体的に推し進めるインフラ整備の一環として会計制度
・技法の素早い導入があったと見られるのである。したがって、会計制度・
技法の導入には、ミッションと勢いがあった。素早く資本主義先進諸国の会
計を導入しないと、外資導入は支障をきたし、開発独裁のエンジンの役割を
果たさなくなるからである。まず形式面でのキャッチアップが重視され、国
際的な水準を達成したことがやや誇張的に国際的にアピールされた。実質的
には、経済的にはまだその段階には達していないために適合しない制度（例
えば、連結会計等）は保留とされた。それは欧米型の市場経済が未熟な段階
では当然の選択でもあった。
しかしながら、以上の開発独裁の一環としての「会計制度・技法のキャッ
チアップの迅速性」は、中国企業会計の特質ではあるが中国企業会計だけの
特質とはいえない。すなわち、「会計制度・技法のキャッチアップの迅速性」
は、中華人民共和国のみならず開発独裁をとった、台湾、韓国、シンガポー
ル等にも当てはまるからである。
2）アカウンタビリティ栂念の欠如
これは、1）「会計制度・技法のキャッチアップの迅速性」の裏面からの
見方ともいえる。すなわち、資本主義先進諸臥こおける会計は、株主をはじ
めとするステイクホールダーに支えられた社会における会計といえるが、経
済段階から見て、中華人民共和回では、民間の力がステイクホールダーに支
えられた社会を形成するまでには至っていない。すなわち、中国企業会計の
特質として、「アカウンタピリティ概念の欠如（1uckoftheeonceptof
accountabihtyr）」3が抽出されることになる。
しかしこの「アカウンタビリティ概念の欠如」という捉え方も、中国に限
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3①　アカウンタピリティ（accou1臨bility）について：
アカウンタピリティを、従来の「会計責任」と訳される狭い意味ではな
く、企業社会会計あるいは社会関連会計における「説明責任」あるいは
「報告責任」として捉えている。例えば、Gray，Owen，andAdams［1996］
はアカウンタビリティを「あるものが責任をもって展開する諸活動に関す
る説明（必ずしも財務報告というわけでは決してない）あるいは計算書を
提出する義務」（山上監訳［2（沿3］）と定義しているが、まさにそのアカウ
ンタビリティ概念である。環境会計に関連させるならば、グリーン・アカ
ウンタピリティ（greenaccountability）（飯田・山上【1998］）や、環境的
アカウンタビリティ（碓氷［19921、大島［1993］）が、その概念に入る。
③　アカウンタピリティ概念の欠如（lackoftheconceptofaccountabihty）
について：
i）Ⅲの（2）の3）の中国会計学会の設立のところでも触れたが、「中
凱こは簿記だけはあるが会計がない。会計という実務だけはあるが会計
研究という成果はない（中国只有簿記没有会計、只有会計〔実務〕没有
会計研究〔成果〕）」（中国会計学会編［2α沼a，b，C，d］）という1節は、
中国会計学会楠［2（泊2a，b，C，d］のr中国会計研究文献摘編（1979－
1鮎）」のすべての文献集の第1貫に、掲載されている。中国の会計学
者は、この1節から、「だから我々は会計を研究しなければならない」
と言いたいのであろう。すなわち、社会主義経済体制下では、国家段階
で計画を策定し、遂行していくためには、簿記による計算と記録が必要
であった。ただ、簿記となると、複式簿記のことであるので、資産＝負
債＋資本となるため、我々のいうイタリア簿記はイデオロギー的に受け
入れられない。かくして資金を収入と支出の観点からみる増減簿記を用
いることとなった。
国営企業の経営の成果報告は、中央政府あるいは地方政府（の共産党
本部）にすればよかった。企業の経営に当たっても、経営者の横に党本
部から派遣されたスタッフがついており、その支持に従って経営するこ
とになっていた。国営企業なので、出資者という観点からすればそれは
政府である。したがって資金提供者への報告についての報告は政府への
報告となり、従業員を含むその他のステイクホールダーへの報告は必要
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ではなかったということになる。以上の状況からは、当然に説明責任と
してのアカウンタビリティ概念は、生まれようもなかったと考えられる。
以上のような環境で、資本主義先進諸国から、新しく会計技法が移転
してくるとき、表面的な技術のみが注目されて、いわば会計技法の利用
性のみが追及されることになり、その会計技法の背景にあるアカウンタ
ビリティ概念は置き去りされた、と考えられる。
ii）歴史学の分野であるが、溝口雄三教授は、溝口［2∝姥］のr中国の衝
撃」の中で、次のように述べている。すなわち、「事実の問題として、
われわれ歴史学の分野でつねに心がけることを要請されていて、一般の
人の気づかないでいることがあるので、そのことに触れておきたい。そ
れは事実には、記録されていることによって注目される事実と同時に記
録されていないことによって注目される事実もある、ということである。
例えば、あまりに当たり前のことであるため、事実としては存在しなが
ら記録されるまでには至らない日常生活上の「記録されない事実」、あ
るいはその事実、その観念がある時代には存在しなかったという没存在
であるがゆえに記録されない「存在しないという事実」に注意をはらっ
ておかなければならない。」
以上の1節からも類推されるように、「アカウンタピリティ概念の欠
如」も、アカウンタピリティという概念が事実として投存在であること
を言おうとしている。まず、アカウンタピリティ概念が、中国世界であ
まりに当たり前のことであるから存在していながら、記述されなかった
のかというと、説明報告するという需要がなかったのだから、やはり、
当たり前のこととして存在していたとはみなしえない。アカウンタピリ
ティ概念は、存在していなかったと見ることが、妥当であると考えられ
る。そして、アカウンタビリティ概念は存在しないことによって注目さ
れる事実となると考えられるのである。
③「アカウンタビリティ概念の欠如」への着目について：
これも溝口［2∝姥］から考えてみたい。すなわち、「意図についていえ
ば、私は歴史家は、自分の意図につねに疑問を投げかけつづけなければな
らないと考えている。自分は何を知りたいと思っているのか、なぜそれが
知りたいのか。そしてその自問はつねに現代の苦悩や課題意識をくぐって
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らず台湾や韓国やシンガポール等にも当てはまるともいえ、中国企業会計に
限られた特質として限定することはできない。いずれ、中華人民共和国も開
発独裁期という過渡期を過ぎ、欧米的な資本主義体制に収赦するようになれ
ば、やがては民間にアカウンタビリティ概念が十分芽生え、民間の力を基礎
とするステイクホールダーに支えられた社会が形成されることになるであろ
う。
いかなければならない。　　‥（途中略）…　‥この意図は、あら
かじめ「動力探し」という目的をもって歴史に入るかのように見えるため、
前掲の「組み立てのプランが先にあってそれから事実探し」のケースに外
見的には類似するが、実は「動力」というのは多くの事実と事実との関係
から帰納的に浮かび上がってくるあるフイクショナルな映像であり、どの
ようなプランの先行も役に立たない。例えば、この陽明学を生み出した動
力というものは、陽明学や反対派の言説あるいはそれらの周辺を探せば見
つかるというものでもない。むしろ動力の連続態としての動脈は、無辺の
世界へのあてどのない旅のなかから、不意に姿を現わしてくるものである。
つまり、事実があってその事実から「自ずと」組み立てがなされるという
ケースがこれである。」
歴史学ではないが、これを会計学に置き換えても、自分の中ではまさに
同様であった。例えば、中国の企業会計について調べるに際しても、中
国の企業会計の特色は何か、中国の企業会計の中から何が抽出されるか、
という疑問を常に投げかけ続けてきた。自分は、中国の企業会計の何を知
りたいと思っているのか、なぜそれが知りたいのか、という自問があった。
中国の企業会計における多くの事実と事実の関係から帰納的に浮かび上が
ってきたあるフイクショナルな映像が、「アカウンタビリティ概念の欠如」
という映像であった。「アカウンタビリティ概念の欠如」という映像は、
中国の企業会計という無辺の世界のあてどのない旅の中から、不意に姿を
現わしてきたものである。すなわち、中国の企業会計上の事実があってそ
の事実から「自ずと」組み立てがなされてきたのが「アカウンタビリティ
概念の欠如」であった。
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3）管理会計の財務会計化
1糾9年から78年までは、「一国一企業」の会計制度すなわち国家規模の責
任会計制度を採用していた。国営企業を経営管理するための責任会計という
管理会計制度が、改革開放政策を進めるに当たって、他の企業形態にも適用
できる会計制度すなわち財務会計制度へと徐々に転換していった。それまで
の国家規模の責任会計制度という基礎がなければ、国際的な財務会計制度の
導入も容易にはできなかったはずである。社会主義計画経済をとったが故の
「一国一企業」の責任会計制度であり、その基礎があったが故に「管理会計
の財務会計化（turningmanagementaccountinginto蝕ancialaccountmg）」
によって1）の会計技法・制度の素早いキャッチアップは可能であったとも
いえる。この「管理会計の財務会計化」こそは、他の東アジアの国々にはな
い中華人民共和国の企業会計の大きな特質と考えられる。
以上から、中国企業会計の特質として「会計制度・技法のキャッチアップ
の迅速性」「アカウンタピリティ概念の欠如」「管理会計の財務会計化」とい
う3つ特質が抽出されたのである。
（3）今後の課題
これまでの検討から、中国の会計制度は、資本主義先進諸国のそれへのキ
ャッチアップを目棟に、実態および運用はともかくも形式的には、実に迅速
であったことが判明した。それに伴い資本主義的現実と社会主義というイデ
オロギーとの葛藤の深さが推し量れる場面が、いくつもあった。特に資本主
義経済を前接とする会計では、「資産＝負債＋資本」という等式を基本とす
る以上、資本という問題を避けては通れないし、株式会社を前提とする以上、
公有と私有との問題も避けては通れない。社会主義市場経済は、この間題を
とにかくも一時的にはクリヤーした制度とされる。企業会計制度でいうなら
ば、やはり経済社会のインフラという機能が、最も要求される機能であろう
が、強制的な法規定だけで企業会計制度が、いつまで持ちこたえるか、とい
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うところに最大の課題がある。形式的には、国際的な水準に到達していると
看倣せるところまできている。ただ一点、それがすべて、「会計法」の傘下
にあるという点だけが相違している。ますます、国際化が進み、ボーダレス
化すると、最終的には、この間題に行き着くことになる。
我々資本主義の国々では当然のようになっている、「会計法」の傘下には
ない、すなわち法律ではない、アカウンタピリティ概念に基づく企業報告制
度に支えられた企業会計制度の構築を、中国の企業会計は、どこかの時点で、
本格的に取り組まなければならないのではなかろうか。中国において企業会
計制度の更なるボーダレス化を推し進めるためには、これまでのキャッチ
アップ政策の影に追いやられたこのアカウンタピリティ概念に基づく企業会
計制度の構築の必要性が、より一層強く感じられることになるであろう。
資料　中華人民共和国（改革開放時代）会計年表（1978～2004年〉
・・＝…‥公有制を基礎とした計画経済の時期……‥……‥‥‥…‥‥
1978　中国共産党第11期中央委員会第3回全体会議（中共11期3中全会）
の開催（12）（郵小平が政権の座につく）。
1979　財政部会計課（財政部会計司）の再設置（1）。
「中外合弁企業法（中華人民共和国中外合資経営企業法）」の制定
（7）。
1980　　中国会計学会の設立（1）。
甘粛会計師事務所の設立（9．1）。
経済特区（最初は、深別、珠海、地頭、展門の4都市）の開設。
「中華人民共和国外商投資企業と外国企業所得税法実施細則」の制
定（12）。
財政部「会計顧問処の成立に関する暫行規定（閑干成立会計顧問処
的暫行規定）」を制定（12．3）。
1981　全国で最初の会計師事務所である上海会計師事務所が設立（1．1、
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董事長、播序倫）。引き続き広州会計師事務所（2．23）、南京会計
師事務所（4）、新惑会計師事務所（8．17）、昆明会計師事務所
（10．1）、中信会計師事務所（10．31）、北京会計師事務所（11）
が設立。
1983　　国務院の下に監査署（審計署）が設立（9）。
「中華人民共和国中外合弁企業法実施条例」の制定。
・‥……公有制に基づく計画的商品経済の時期（第1期）・…‥・・…・…・
1984　　北京天橋百貨店株式会社（7）と上海飛楽音響株式会社が株式を発
行する。経済特区が14都市となる。
1985　「中華人民共和国会計法」の公布（1．21）施行（5．1）。
財政部「中外合弁企業会計競走（中外合資経営企業会計制度）」を
公布（3．4）施行（7．1）。
国務院「監査活動に関する暫行条例」を公布（8）。
審計署「内部監査活動に関する若干の規定」を公布（10）。
1986　　匡l務院「中華人民共和国公認会計士条例（中華人民共和国注冊会計
師条例）」を制定（7）。
1988　「企業法人登記管理条例」の制定。
国務院「中華人民共和国監査条例（中華人民共和国審計条例）」を
公布（11）。
中国公認会計士協会（中国注冊会計師協会、CICPA）の設立。
………公有制に基づく計画的商品経済の時期（第2期）・………・…‥
1990　　上海証券取引所の開業（12）。
1991　津別証券取引所の開業（7）。
財政部「注冊会計師全国統一者武弁法」を公布、第1回全国公認会
計士統一試験（注冊会計師全国統一者試）の実施。
………‥社会主義市場経済の時期（WTO加盟前）‥・‥・……‥……
1992　　財政部国家経済体制改革委員会等が株式会社試行弁法（股恰制企業
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試点耕法）」を制定・公布（5・15）。
財政部国家経済体制改革委員会等が「株式会社試行会計制度」を公
布施行（5・23）。
財政部「外国投資工業企業実施細則（勘定科目と財務諸表の規定）」
を公布（5）。
財政部「外資投資企業会計制度」「外国投資企業財務管理規定」を
制定（6）（中国企業よりも先に1997年7月から外資系企業の統一
的な会計制度が実施される）。
財政部「企業会計準則」「企業財務通則」を公布（12）。
対外開放地域が（経済特区だけではなく）「全方位開放」となる。
1993　「企業会計基準則」「企業財務通則」の施行（7．1）（全国に「資産
＝負債十資本」等式を前提とする複式簿記と会計制度を導入）。
国家主席令として「中華人民共和国公認会計士法（中華人民共和国
注冊会計師法）」を公布（10）。
「有限責任会計師事務所設立及審計批暫行弁法」（12）。
「中華人民共和国会計法」の改正（12．29）。
「業種別会計制度」の制定（「両則両制」が揃う。両則：「企業会計
準則」「企業財務通則」、両制：「株式会社試行会計制度」「業種別会
計制度」、「両則両制」は、社会主義会計から資本主義会計への転換
に重要な役割を果たす）。
1994　「会社法」の施行（7．1）。
「中華人民共和国監査法（中華人民共和国審計法）」（11）。
19％　　中国注冊会計師協会「中国注冊会計師協会幸穫」を定める（6．5）。
1997　　回際会計基準委員会に加入。国際会計士連盟に加入。
1998　財政部「株式企業会計制度」を公布（1．27）。
財務部会計基準委員会の発足。
1999　「証券法」の施行（7．1）「会計法」の再改正（10．31）。
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2（淵）　国務院「企業財務会計報告書条例」を制定（6）。
「（改正）会計法」の施行（7・1）。
財政部「r企業会計制度jの発行に関する通知」を発行（添付文書
1、企業会計制度、2、企業会計制度一会計科目和会計報表）（12
・29）（2（沿1、1・1から株式会社に「企業会計制度」を適用し、
「株式企業会計制度」は廃止）。
2（氾1　「企業財務会計報告書条例」の施行（1・1）。
国家会計学院（北京、上海、度門）の開校。
………＝・社会主義市場経済（WTO加盟後）・‥‥・・……‥‥……・・
中国がWTOに加盟（11・11）。
財政部「F金融企業会計制度jの印刷発行に関する通知」を発行（11
・27）（2α沼、1・1から実施）。
財政部「く外国投資企業のr企業会計制度」執行に関する問題の規
定）の発行に関する財務部の通知」を発行（添付文書、外国投資企
業の執行に関する問題の規定）（11・29）（2（氾2年1月1日から外国
投資企業にも「企業会計制度」を通用し、「外国投資企業会計制度」
は廃止）。
2002　財政部「外国投資企業のr企業会計制度j執行の問題解答の印刷発
行に関する通知」を発行（5・26）。
2仙4　財政部「小規模会計制度（小企業会計制度）」を公布（4・27）（2∝）5、
1・1から実施）（会計制度の統一化の成就）。
出所：劉峰［2∝沿］、郭永清【2ⅨBb］、劉玉廷［2∝〉2］、超西朴萄編著［199軋
犬飼［2（沿21、王里［2（X氾】、小渕［2∝椙］、近藤【2∝I2a，2（氾2d］、水
野［2仙］、中央監査法人楠［2∝沿］等を参考に作成。
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